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i公益的な地域社会の実現と創造的な合意形成の場づくり
─山形県庄内地域における取り組み実践から考える─
呉　尚浩
　私は、2001年の東北公益文科大学の開学以来、山形県庄内地方において、
飛島での地域づくり、庄内海岸の海ごみ問題、庄内海岸林の保全などを中心的
なフィールドに、公益的な地域づくりの実現の方策を考え、実践に参加してき
た。具体的に言えば「地域住民の主体的な発想や行動を核とし、地域資源を持
続可能な形で活かす地域づくり」である内発的地域づくり、自然の循環的な利
用と保全を可能にする地域づくりについてである。その中で、最も主要なテー
マとして位置づけてきたのが、地域における合意形成の問題である。
　合意形成の場としては、2002年には「出羽庄内公益の森づくりを考える会」
（以下、考える会）、2008年には「美しいやまがたの海プラットフォーム」（以
下、プラットフォーム）が立ち上がり、早くからその重要性を身をもって体験
していたが、それをさらに痛感したのは、2011年に「とびしま未来協議会」
（以下、未来協議会）の発足を経験してからである。
　名称はともあれ、いずれもが関係者が情報や課題を共有し、共に地域課題の
解決に取り組み、話し合い、具体的な施策や事業を進めていくための「協議
会」である。これらの協議会の発足の経緯や内容の詳細については、他所に譲
るとして、今回は、それぞれの協議会の存在がもたらした成果と現状、今後の
課題について述べたい。
　まず、未来協議会であるが、2007年度に山形県から委託された「離島振興推
進調査」における公益大・とびしま未来研究会（2016年度から「とびしま未来
研究所」。現在のメンバーは、呉尚浩、伊藤眞知子、澤邉みさ子、小関久恵、樋
口恵佳、岸本誠司）や島民リーダーからの提案により、2011年に、島民、島の
応援団（NPO、大学、市民団体など）、行政（酒田市、山形県）が「共に」島
の未来を考え、実現していく場として発足した。その事業として2012年度から
島に「しまかへ」（当初は「しまCafé」としてオープン。店長は、初年度は公
益大卒業生の林久美子さん。2年目から「しまかへ」と名称を変え、2017年度
までは飛島出身で同じく公益大卒業生の渡部陽子さん）というカフェをオープ
ンした。未来協議会は公的な合意形成のための場であるが、このカフェは島民
や来島者が自由に島の未来や夢を語る場として誕生した。
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　同時期の2013年に、島の若い世代のUIターン者で構成される「合同会社と
びしま」が立ち上がり、飛島と酒田の本土側を拠点として、さまざまな意欲的
な事業を多角的に展開している。しまかへも2014年度からは、合同会社との
協働となり、若者発信の島づくりの中心の場の役割を果たしている。今年で社
員14名（うち公益大卒業生は3名、飛島のスタッフは9名）になり、島づくり
の若い担い手が少しずつ増えている。そのような中で、2012年度に大学卒業
後間もなく緑のふるさと協力隊（NPO法人地球緑化センター事業）として来島、
その後本格的に移住し、今では全国的にも活躍している松本友哉さん（現・合
同会社とびしま共同代表）が、20代後半にも関わらず、2018年度から島民に
推されて未来協議会の会長となったことは大変画期的なことである。このよう
に未来協議会は、若者の移住促進に大きな役割を果たしている。
　2013年度の離島振興計画策定にあたっては、公益大もアンケート・ヒアリ
ング調査、座談会開催などに積極的に関わり、協議会主体に島民案をまとめ
（2012年度）、一部離島における住民参加の計画策定の先進的事例となった。
本計画では、協議会が今後の島づくりの核となるように位置づけられた。また、
この際の話し合いをもとに、住民の主体的取り組みを活性化させるため「地区
防災計画づくり」の取り組みを重要な事業と位置づけた。その後、2016年の
鳥海山・飛島ジオパークの日本ジオパーク認定をきっかけに飛島への関心が高
まり、県・市が中心となり、島民・NPO・公益大と連携して2018年度から推
進している「飛島振興重点プロジェクト」が「観光交流」「産業振興」「安全・
安心、生活環境の充実」「移住定住促進」の四分野において進行中である。中
でも、先の振興計画の島民案で提案された「海の拠点（観光機能を中心）・山
の拠点（防災機能を中心）の整備」「避難路等の再整備」など、長年の提案の
実現へと向けた具体的な動きが進んでいる。そのような中で、2017年には「と
びしま未来協議会」が「地方自治法施行70周年記念・総務大臣表彰」を受賞
するなど、島づくりにおいて全国的にも注目されていることもうれしい限りだ。
　次に、2008年に発足したプラットフォーム（東北公益文科大学呉尚浩研究室、
NPO法人パートナーシップオフィス、山形県庄内総合支庁保健福祉環境部環
境課が協働事務局）であるが、この存在は2009年に超党派の議員立法で制定
された海岸漂着物処理推進法における地域協議会のモデルとなった。そして、
山形県においてもその後、地域協議会（山形県海岸漂着物対策推進協議会）が
発足し、2010年度に「裸足で歩ける庄内海岸」をキャッチフレーズに「山形
県海岸漂着物対策推進地域計画」を策定し、2020年度中に改訂予定である。
同時に、プラットフォームも存続し、2019年には、10周年記念シンポジウム
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も開催された。その近年の大きな成果の一つは、学生を主体とした海岸クリー
ンアップ活動の展開である。
　まずは、国内最大の学生ボランティア団体であるIVUSA（NPO法人国際ボ
ランティア学生協会）の協力を得て、学生主体の海岸清掃活動「いぐべ、飛
島。」（第1〜3回山形県日本海清掃活動）が立ち上がったことである。このイ
ベントへの参加者は、2016年から2018年の3年間にわたり、毎年4泊5日の活
動（飛島を中心に、遊佐、鶴岡の海岸）を行い、延べ約450人の全国の学生
（山形を含む）が参加し、ゴミ袋4330袋を回収した。公益大生も、全国からの
学生を山形で受け入れる側として準備を行い、特に、飛島の自然や文化の魅力
を全国の学生に伝えるガイド活動を担っている。そして、2019年3月には、当
時公益大4年生の齋藤昂大さんが、IVUSAのプロジェクトマネージャーとし
て、全国から123人の学生を募り、3日間の鶴岡市・湯野浜海岸の清掃に取り
組んだ（第4回山形県日本海清掃活動）。
　さらには、本活動は公益大生（柴田雪乃さん、後藤真里奈さん、濱谷彩花さ
ん）が中心となり山形県内の学生、全国の学生に呼びかけて、2018年度より
スタートしたSCOP（Student Carry Out Project）の活動に大きく影響を与え
た。2018年10月の遊佐釜磯海岸清掃活動とワークショップ開催につながり、
その後もクラウドファンディングで約35万円を集めるなどして、活発な事業
を継続している。
　最後に、考える会 1）について述べたい。当初は海岸林保全関連団体の情報共
有をその主な目的としていたが、現場で共に汗を流しながら、互いの地域的な
必要の背景に対する理解を深めた上での「車座的な」議論を大切にしてきたこ
とで，異なる背景をもつ活動間に深い信頼を醸成してきた。
　2007年には、㈶日本緑化センター（現・一般財団法人）の助成を受けて、
日本で最初となる「松原再生計画」（以下、再生計画）をまとめ、その推進役
を任されたことにより、考える会は単なる情報交換を越える場となり、「森の
見張り人」として開発からの保護の面においても一定の役割を果たしてきた。
再生計画は、2013年から改訂作業を行ってきたが、2019年3月に改訂版をリリ
ースした。ここでは「防災・減災」「生態系保全」の視点を中心に、「砂草地」
「海岸浸食」「砂丘開発」「耕地防風林」「過密林」などの新たな視点を加味した。
また「松くい虫」「広葉樹との混交林化」についても大幅に加筆修正するなど、
1）考える会については、菊池俊一・呉尚浩「『庄内海岸松原再生計画 2018年改訂版』の策定にあたっ
て─多様な主体による海岸林管理の共創ビジョンづくりの試み─」『グリーン・エージ』第540号、
pp.28-30（2018年12月号）の記述に加筆修正した。
iv
「海岸林の維持管理をいかに行うか」を再検討するための現状認識と課題抽出
を行った。さらには「多様な主体の連携による再生計画の推進体制づくり」に
ついても、記述を加えている。今後は、山形大、山形県森林研究研修センター、
公益大、朝日航洋㈱などの共同研究で進めているGISを活用して、広範囲で多
様な情報を重ね合わせる中で、その分析と「見える化」された情報共有が、多
様な主体間の理解と連携をより強める手段となることだろう。
　本計画は、法律に基づく計画ではなく、関係者の合意による任意の計画であ
る。しかし、官民を超えて、自分たちの内発的な思いを込めて策定した計画で
あり、その心や実質が見えない形式的な計画策定ではなく、柔軟性と主体性の
高い計画である。今後 “森づくりの共創ビジョン”としての再生計画の役割が
さらに大きくなっていくことを期待したい。
　このように、庄内海岸林においては、情報交換と課題・意識共有の場としての
「考える会」を横軸とし、課題に対する解決策の模索と共通のビジョンづくり
のための「再生計画」を縦軸とする多様な主体による協働管理体制の構築が推
進され、地域資源を継続的に保全する「内発的なシステム」として機能している。
　私たちは庄内地方において、それぞれの分野での協議会を、長い時間をかけ
て、新旧の地域づくりの担い手と共に創りあげてきた。それらの場は、単なる
情報・課題共有の場から、課題解決のために専門的知見を加味して将来ビジョ
ンを描き、合意を形成し、事業を実施する場へ、そのためにさらなる広範囲の
応援団・関係者巻き込んでいく場へと発展している。いままさに「自分たちの
地域は自分たちでつくる」「自分たちの地域・自然・いのちは自分たちで守る」
という「内発的な地域づくり」を多様な主体の共創をもって可能にする創造的
なプラットフォームづくりが、着実に前進していることにこの地域の希望を見
いだしていきたい。
 論集36号
　執筆者一覧（掲載順）
伊　藤　眞知子 本学教員（社会学、女性学）
渡　辺　伸　子 本学教員（青年心理学、応用心理学）
Sultonov Mirzosaid 本学教員（Economics, International Economics）
竹　原　幸　太 本学教員（児童福祉論、司法福祉論）
小　野　英　一 本学教員（行政学、地方自治論、公益学）
呉　　　衛　峰 本学教員（日中比較文学）
1地方在住若年女性は何を望んでいるか 〜女性活躍推進のもとで〜
研究論文
地方在住若年女性は何を望んでいるか
～女性活躍推進のもとで～
伊藤　眞知子
1　問題設定
　日本社会は諸外国と比べて、政治や経済の分野に女性のリーダーが少ない社
会である。上場企業の女性役員数は、2012年から2018年の6年間で約2.7倍に
増加したものの、4.1％（2018年）と極めて低く、30％超のノルウェーやフラ
ンス等の諸国とは非常に大きな隔たりがある1。2018年10月2日に発足した第4
次安倍改造内閣の閣僚中、女性はただ1人である。毎年世界経済フォーラムが
公表する「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書2018」における日本の
ジェンダー・ギャップ指数（GGI）は0.662で、世界149か国中110位という低
位であった2。政治、経済分野におけるジェンダー格差が、健康、教育分野より
も格段に大きいためである。「女性活躍推進」が謳われ、女性リーダー増にむ
けた取組みが進められているものの、進捗は遅く、多くの先進諸国に大きく後
れをとっている状況である。
　「女性活躍推進」政策は、第2次安倍内閣の「成長戦略」の一環に位置づけ
られ、「日本再興戦略─JAPANisBACK」（2013年6月）に明記され、開始さ
れた。社会のあらゆる分野において、2020年までに指導的地位に占める女性
の割合を少なくとも30％程度にするという政府目標（いわゆる「202030」）は、
すでに2003年小泉政権のもとで掲げられていた。2014年10月、首相官邸に
「すべての女性が輝く社会づくり本部」が設置され、2015年9月には「女性の
職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、「女性活躍推進法」とい
う）が成立・施行された。女性リーダーを企業等に増やし、意思決定への参画
を促進することが、多様な価値観が経営に反映されイノベーションの促進をも
たらすことへとつながり、企業の競争力や社会的評価が向上して企業価値の向
1 「上場企業における女性役員の状況」内閣府男女共同参画局ホームページhttp://www.gender.go.jp/
policy/mieruka/company/yakuin.html
2 経済、教育、保健、政治の分野毎に各使用データをウェイト付けして総合値を算出。その分野毎総
合値を単純平均してジェンダー・ギャップ指数を算出。0が完全不平等、1が完全平等（同上）。
2上をもたらすという好循環が期待されている。
　2013年からの5年間で、生産年齢人口（15～64歳）における女性就業者は約
150万人増加し、25～44歳の女性就業率は74.3％（2017年）とこれまでの最高
となった。ただし女性雇用者に占める非正規（パート・アルバイト・派遣・契
約社員等）の比率は39.0％（1995年）から55.5％（2017年）に大幅に増加した。
他方、男性就業者は2008年以降減少が続いている（総務省　労働力調査）。常
用労働者100人以上の企業の労働者のうち役職者に占める女性の割合は、微増
しているものの、係長級18.4％、課長級10.9％、部長級6.3％（2017年）とな
っている。国際比較をすると、図1のとおり、韓国に次ぐ低率である。
　中堅企業幹部職員の女性比率に関する国際比較調査によれば、2004年前回
調査で8％であった日本の女性比率は、2017年5％へと低下し、35か国（平均
24％）のなかで最低であった（太陽グラントソントン2018）。この結果から、
大企業では「女性活躍促進」の地道な取組みが進められているが、①中堅・中
小企業への浸透が遅れていること、②女性活躍が「女性労働力の増加」にとど
まり「女性管理職比率の上昇」へつながっていないことが指摘されている（尾
畠 2018：2）。武石恵美子は、女性管理職が少ない理由は企業の女性活躍への
図1　就業者及び管理的職業従事者に占める女性の割合（国際比較）
出典：内閣府男女共同参画局（2018）
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消極的な姿勢と女性の意欲の問題との2つに大別され、両者の悪循環が形成さ
れており、その悪循環を断ち切ることが「女性活躍推進」には不可欠であると
いう（武石 2014：34）。
　以上のような女性管理職比率の低さ、伸びの鈍さは、大企業より中小企業が
圧倒的に多い地方圏（三大都市圏以外の地域）において、より顕著であると考
えられる。すなわち、企業が積極的に女性活躍に取り組んでいるとはいえず、
女性の意欲も決して高くないのではないか。このような問題意識のもとで、本
稿は、地方の一事例として山形県、とりわけ酒田市における状況について検討
する。女性リーダー増という社会的課題が可視化されてきた一方で、当の女性、
とくに若い女性は働くことや働き方についてどのように考え、望んでいるのか、
アンケート調査結果をもとに検証する。それをふまえて、地域在住若年女性が
意欲をもって「輝いて働き、生きる」なかから女性リーダーが輩出され、企業、
産業界の活性化につながる「好循環」をつくり出す施策や取組みはどのような
ものか、導き出していきたい。若年女性への注目は、多くの地方小都市におい
て、2040年には若年女性人口が現在の50％以下に減少するという推計もあり、
その意向・動向が重要であると考えるためである3。
　以下では、2において、山形県および酒田市における女性活躍施策の状況お
よび企業の取組み状況を概観する。3では、酒田市が実施したアンケート調査
のデータをもとに、若年女性の現状と意識を明らかにする。そして、4では、
ここでの議論の考察とまとめを行う。
2　女性活躍推進政策と企業の取組み
2.1 山形県の女性活躍推進の状況
　女性活躍推進法の主な内容は次のとおりである4。第一に、地方自治体および
民間事業主（301人以上）に、女性の活躍に関する状況（①女性採用比率、②
3 2014年5月8日、民間の有識者による日本創成会議（座長：増田寛也東京大学大学院客員教授、元総
務相）の人口減少問題検討分科会が「全国1800市区町村別・2040年人口推計結果」を公表し、全国
各地に衝撃を与えた。
4 女性活躍推進法等の一部を改定する法律が、2019年5月29日成立し、2019年6月5日に公布された。
主な改正点は、「事業主行動計画」が義務付けられる民間事業主の範囲の拡大（101人以上）、事業主
に対してパワーハラスメント防止のための相談体制の整備その他の雇用管理上の措置を義務付ける
ことなどである。
4勤続年数男女比、③労働時間の状況、④女性管理職比率）を把握・分析し「事
業主行動計画」を策定・公表することを義務づけている。第二に、地方自治体
に当該地域における「推進計画」の策定を求めている（努力義務）。第三に、
地域において、女性活躍推進に係る取組に関する協議を行う「協議会」を組織
することができる（任意）。
　山形県（2019）をもとに、女性活躍推進をめぐる現状をみていこう。山形県
における一般事業主行動計画策定届出企業は137社で、そのうち常時雇用労働
者301人以上の企業は111社（届出率100％）、300人以下の企業は28社となっ
ている（2018年12月末現在）。また、このうち一定の基準を満たした「女性活
躍推進企業」として厚生労働大臣から認定（えるぼし認定）された企業は、4
社である5。「女性活躍」に積極的な企業が多いとはいえない状況である。
　山形県における女性管理職比率（2018年）は、役員16.6％（全国20.7％、
2017年）、部長相当職10.4％（全国6.6％、同）、課長相当職15.7％（全国9.3％、
同）、課長相当職以上14.6％（全国11.5％、同）、係長相当職24.7％（全国15.2
％、同）、計18.6％（全国12.8％、同）であり、役員比率以外は全国を上回っ
ている。背景にあるのは、山形県では働く女性の比率が高く、かつ非正規雇用
者の比率が比較的低いことであろう。2015年の山形県の15～64歳女性の労働
力率は73.5％（全国67.3％）、30～39歳女性の労働力率83.6％（全国2位、全国
73.1％）、共働き世帯率57.9％（全国2位、全国47.6％）である。とくに30～39
歳の女性労働力率が高く、いわゆるM字カーブはほとんど解消されて、出産・
育児期の女性の継続就労が定着しているといえる。そのなかで、女性雇用者に
占める非正規（パート・アルバイト・派遣・契約社員等）の比率は44.9％（全
国55.9％、2016年）である。山形県の男性の非正規比率23.6％（2016年）を大
きく上回っているものの、全国的には比較的低い比率である。
2.2 酒田市の女性活躍推進の状況
　山形県酒田市は、2017年に「酒田市女性活躍推進計画」を策定し、「協議会」
にあたる「酒田市女性活躍推進懇話会」を東北初の女性副市長の主導のもとに
5 株式会社荘内銀行（鶴岡市、労働者数1,549人）、株式会社ニューメディア（米沢市、186人）、社会
福祉法人白鷹福祉会（白鷹町、206人）、医療法人社団斗南会（天童市、298人）の4社である。
5地方在住若年女性は何を望んでいるか 〜女性活躍推進のもとで〜
設立して、「日本一働きやすいまち」を目指すことを宣言した。宣言では、行
政、経済団体、経営者、働く人が連携して取り組むことが強調されている。
2018年度に「第2次酒田市男女共同参画推進計画～ウィズ（WITH）プラン～」
（2019年3月）を策定、そのなかに「女性活躍推進計画」を包含した6。女性が
働きやすく、昇進等への意欲をもっていきいきと働き、生活できるよう地域、
職場環境を整備する「女性活躍推進」を、男女共同参画社会形成にむけた総合
目標「あなたらしく　わたしらしく　暮らせるまち」のなかの基本目標Ⅲ「い
きいきと働くことができる環境づくり」に位置づけ、その他の３つの基本目標
と相互に関連させながら計画推進することとした7。
　基本目標Ⅲの施策の方向には、5「職域における男女の均等な機会と待遇の確
保」、6「ワーク・ライフ・バランスの推進」、7「多様な分野での女性の活躍の
推進」の3項目が掲げられている。
　施策の方向5には、「男性だけではなく、女性も働きやすく、自身の持つ能
力を十分に発揮し、正当な評価を受けられる労働環境を整える」ことが課題で
あると明記された。主要施策①「雇用等に関する法律や制度の定着促進」にお
いて「女性活躍支援員」配置や雇用関連の法制度周知、意識啓発・セミナー等
をメニューとしている。主要施策②「管理職等への女性の登用促進」には、
「女性の積極的な管理職登用の促進」ならびに「市役所における女性の管理職
登用の推進」があげられている。前者は、女性管理職登用等を行う企業等を支
援するものである。周知・啓発に留まらない、女性管理職登用への実効性ある
働きかけ・支援が求められよう。また後者は、「特定事業主行動計画に基づき、
計画的な人材育成に努め、女性の管理職登用を推進する」ものである。酒田市
は2016年4月「酒田市特定事業主行動計画」を策定、2018年6月に一部改訂し
て取組み状況を公表している（酒田市 2018）。成果目標には、市役所管理職
（課長級以上）に占める女性の割合を12.1％（2018年）から2020年に15.0％と
することを掲げており、副市長主導による市役所内の実効性ある取組みが期待
6 計画策定にあたっては、女性活躍推進懇話会から意見聴取するとともに、「市民ワークショップ」を
東北公益文科大学との共催により2回開催し、市民の意見を反映するよう努めた。
7 他の3つの基本目標は、Ⅰ多様性を尊重する意識づくり（人権、教育・学習）、Ⅱ男女がともにささ
えあう社会づくり（政策・方針決定への参画、地域社会）、Ⅳ安心して暮らせる環境づくり（暴力根
絶、健康）である。
6される。さらに、施策の方向5では自営業や商工業・農林水産業関係団体等に
おける女性リーダーの育成、経営参画等もメニュー化されている。
　施策の方向6「ワーク・ライフ・バランスの推進」は、男女がともにバラン
スのとれた生活を送ることができるよう、男女ともに家事・育児・介護等のア
ンペイドワーク（無償労働）を担い、とくに男性の参画を促すことが強調され
ている。そして保育や介護等の社会的支援サービスの充実、企業等における就
労環境改善が課題とされ、両立支援施策がメニューとなっている。
　施策の方向7「多様な分野での女性の活躍の推進」は、非正規雇用の女性が
多いこと、女性が働くことに自信をもち、自ら働き方をデザインできる環境整
備が課題とされ、女性のエンパワーメント施策（スキルアップ、チャレンジ支
援、ネットワーク形成、職域拡大、ロールモデル発信、等）がメニュー化され
ている。
　以上３つの施策の方向に対応して、酒田市は3つの取組みを開始している。
すなわち、1.職場における女性活躍（事業主への意識啓発）、2.家庭との両立
支援（制度充実と意識啓発）、3.女性のチャレンジ支援（意識啓発）である。
1.に関する主な成果として、①女性活躍支援員による事業主への働きかけによ
り「山形いきいき子育て応援企業」111社（優秀23社、実践42社、宣言46社）
増加8、②「育休代替人材バンク」の立ち上げ、求人登録8社9件の実績、③「輝
く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」行動宣言に酒田市長が賛同、があ
げられる（2019年2月現在）。「山形いきいき子育て応援企業」参加への働きか
けを通じて、事業主の行動を促す支援が進行中であり、酒田市独自の「人材バ
ンク」の仕組みづくりと運用を開始したこと、行政のトップ（今後、経済界の
トップも予定）が行動宣言を行ったことは、「女性活躍推進」に弾みをつける
重要な取組みである。今後の推進がおおいに期待される。
3　酒田市在住若年女性の現状と意識
　酒田市は、「推進計画」策定の基礎データ収集を目的に、2017年9月「女性
の暮らしと働き方に関するアンケート調査」を酒田市在住の20～39歳の女性
8 「計画」では、2017年52社→2022年150社を成果目標に設定している。
7地方在住若年女性は何を望んでいるか 〜女性活躍推進のもとで〜
900名を対象に実施した9。酒田市在住の若年女性がどのように働き、どのよう
な意識をもっているのか、この調査結果をもとに見ていくことにしたい。
3.1 就業の実態と意識
　酒田市の20～30歳代女性の82.1％は就業しており、約半数の49.5％が正社
員・正職員であり、非正社員・非正職員27.7％、会社・団体役員0％、自営業
4.9％となっている。仕事内容でみると、専門的職業28.4％（教師・保育士・
看護師13.8％、専門・技術職14.6％の合計）と事務・営業職28.5％がほぼ同じ
比率であり、販売・サービス・保安職29.6％、農林漁業職2.4％、生産・輸送・
建設・労務職8.7％、その他2.0％、DK/NA0.4％となっている。年収は、全体
の83.2％が300万円未満に集中しており、正規職および専門職の比率が比較的
高いにもかかわらず、年収はその割に低い水準であるといえる。そして、「正
社員・正職員」と「非正社員・非正職員・自営業・その他」とのあいだには、
年収において、図2のとおり明らかに違いがみられる（カイ2乗検定、1％水準
で有意）。
9 有効回収数・回収率：307票・34.1％、回収・分析は東北公益文科大学伊藤眞知子研究室が担当した。
回答者の属性は、年齢：20～24歳15.0％／25～29歳19.2％／30～34歳30.3％／35～39歳35.2％／
DK/NA1.0％、学歴：中学校・高等学校31.9％／高専・短大・専修学校37.8％／大学・大学院30.8％、
居住歴：酒田市出身・ずっと酒田22.5％／酒田市出身・転出経験あり43.6％／酒田市以外出身・転入
30.3％／その他3.6％、結婚：結婚している（パートナーあり）58.0％／離死別5.8％／未婚35.5％／
DK/NA0.7％。子どもがいる人は49.5％、子ども希望51.2％（＋16.6％が妊娠中）、持ち家（一戸建）
居住70.4％、未婚・離死別者のうち結婚希望67.7％、生活に満足71.9％である。
図2　年収〈従業上の地位別〉n=245
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8　正社員・正職員（以下、「正規職」）と非正社員・非正職員（以下、非正規
職）の差異が明らかになった設問が、年収のほかに３つある。1つは、離職経
験の有無である（5％水準で有意）。正規職の約6割（59.9％）が「離職経験な
し」と回答している一方、非正規職の「離職経験なし」の回答は15.3％にとど
まる。出産・育児、転職・起業など理由はさまざまであれ、現在の非正規職の
8割以上が離職経験を有している。言い換えれば、現在、酒田市内で正規職と
して働く若年女性の6割が初職の正規職を継続しているとみることができる。
　2つ目に、正規職・非正規職別で違いがみられたのは、現在の職場の特徴と
して「育児休業制度等活用の雰囲気がある」と回答したか否かである（1％水
準で有意）。正規職の6割（60.4％）が「あてはまる」と回答している一方、非
正規職の回答は32.5％にとどまっている。これは、正規職が働く職場には育児
休業の制度があり、それを取得できる立場にある正規職だから「雰囲気」を感
じられるということであるのか、あるいは非正規職の女性が働く職場には、制
度もそれを取得する立場の女性も少ないということなのか、さまざまな解釈が
可能である。パートタイム労働者にも育児休業取得の道が制度上開かれている
にもかかわらず、現実に取得につながっていないことがうかがわれる。
　3つ目は、一般的に職場における男女の地位に関する設問への回答である（1
％水準で有意）。正規職は「男性のほうが優遇されている」45.2％ならびに「平
等」48.9％と、回答が拮抗しているものの、「平等」が若干上回っている。一方、
非正規職は、「男性優遇」67.6％に対して「平等」は23.9％である。
　他方、正規職と非正規職の双方が同様の回答を示した設問がある。一般的に
女性が職業をもつことについて「子どもができてもずっと職業を続ける方がよ
い」、そして「できれば、女性も一生働き続けたほうがよい」という項目につ
いて、前者は7割前後、後者は8割超が正規職、非正規職ともに、肯定する回
答をしている。酒田市の働く若年女性は、正規・非正規にかかわりなく、一生
働き続けるということを内面化しているといえる。
3.2 昇進意欲と自信
　現在の職場で昇進したいと思うかどうかについてたずねたところ、昇進した
い18.2％、昇進したくない30.0％、現在の職場で昇進することは難しい16.6％、
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昇進制度や昇進できるポストがない11.5％、わからない20.2％、DK/NA3.6％
という結果であった。昇進意欲はけっして高くない。
　昇進意欲と「現在の職場の特徴」に関する回答とのあいだには、次の3項目
において関連がみられた（いずれも1％水準で有意）。すなわち「育児休業制
度等子育てとの両立支援の制度が活用できる雰囲気がある」、「仕事と子育てを
両立しながら働き続ける先輩が多くいる」、「自分にとってやりがいがあると思
える仕事をすることができる」の3項目である。また、昇進意欲と「自分に自
信がある」「苦労してでも、色々なことに挑戦していきたい」「ひとよりも高い
収入を得たい」（以上、1％水準）、「地域活動には積極的に参加していきたい」
（5％水準）の4項目とのあいだには関連があり、「自分にはひとよりすぐれた
ところがある」「ひとの役に立つ仕事がしたい」とは弱い関連がみられる（10
％水準）。自分自身への肯定的な評価（自己肯定感）と高い収入、地域活動な
どに挑戦する意向が、昇進意欲と関連していることが見てとれる。
　女性の意欲の低さと、女性リーダー・管理職等の登用が進まないことのあい
だには関連があることが指摘されてきた。川口章は、実証分析の結果、女性の
昇進意欲は男性に比べて非常に低いと結論づけて、「本格的にポジティブ・ア
クションに取り組んでいる企業では女性の昇進意欲が高い」として、ポジティ
ブ・アクションは男性の昇進意欲も高め、組織の活性化に寄与するという（川
口 2012：55-6）。女性管理職が少ない（１割未満）あるいは全くいない企業は、
その理由として「現時点では、必要な知識や経験、判断力等を有する女性がい
ないため」58.3％、次いで「女性が希望しないため」21.0％、「将来管理職に就
く可能性のある女性はいるが、現在、管理職に就くための在職年数等を満たし
ている者はいないため」19.0％と回答している（厚生労働省 2014）。武石
（2014）は、前述したとおり、企業の女性活躍への消極的な姿勢と女性の意欲
の問題とのあいだの悪循環を指摘している。組織として女性の能力発揮への取
組みが十分ではない、男性に比べて女性に対して仕事管理などのマネジメント
の面で十分な対応が行われていないなど、「女性に対して管理職昇進に必要な
知識や経験等を付与する機会を与えてこなかった企業側の責任も指摘できる」
としている（武石 2014：34）。女性社員が「育成」過程において、男性と比べ
て限られた分野・範囲でしか「配置」「異動」がなされなかった、「研修」の機
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会が限られていた、「評価」にもバイアスがかかっていたなどのために経験や
能力開発が不足していたこと、実は経験や能力の要件を満たしていても、会社
や上司から期待や評価を得られなかったり、女性管理職のロールモデルが少な
いために自信を得られなかったりしてきたと指摘されている（矢島 2017：13）。
　つまり女性の昇進意欲の低さは、本人の問題にとどまらず、企業からの女性
への対応が、男性への対応とは異なる対応になっていたことにも原因があると
考えられる。酒田の女性たちの昇進意欲の低さをこのような観点から見直して
みることが必要であろう。
3.3 性別役割分業意識
　性別役割分業意識に関する6項目について、表1のとおり、G.以外はいずれ
も否定的な回答への傾斜がみられる。
　〈A.男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである〉への賛否については、
全国調査では「反対（反対＋どちらかといえば反対）」が20～29歳51.2％、30
～39歳59.2％（内閣府男女共同参画局 2016）となっているのに対して、酒田
市20～39歳では72.7％と高くなっている（回答は「あてはまらない（あては
まらない＋どちらかといえばあてはまらない）」）。A.ならびに〈C.家族を（経
済的に）養うのは男性の役割だ〉は年収とのあいだに関連があり、年収が高く
なるほど、否定的な意見が高くなる傾向にある（1％水準で有意）。また、〈G.
できれば、女性も一生働き続けた方がよい〉も年収と関連があり、年収が高く
なるほど肯定的な意見が高くなる傾向にある（1％水準）。
　家庭における家事・育児分担に関しては、表2のとおり、女性のみが担うこ
とへの反対意見が強く表れている。「あてはまる（あてはまる＋どちらかとい
えばあてはまる）」という回答が、「男性も家事・育児を行うことは、当然であ
る」92.5％、「妻が勤めていれば、それに見合って、夫（パートナー）も家事
を分担すべきだ」95.8％と、極めて高い。
　性別役割分業とは、男女に異なる役割を割り振る分業システムであり、20
世紀近代社会において形成、強化され、社会のあらゆる分野に浸透した。江原
由美子は、「男は仕事、女は家庭」という分業のみでなく、「女というカテゴリ
ーと『家事・育児』あるいは『人の世話をする労働』を結びつける強固なパタ
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ーン」を「性別分業」と定義する（江原 2001：126）。このパターンが家族に
おいては「女が家事をする」あるいは「家事をするのは女」という性別分業と
なっているのである。このように考えると、酒田の若年女性は家族における性
別分業に否定的な意識をもつ人が多く、女性だけが家事・育児（・介護）をす
るのではなく、男性も担うことを強く望んでいる。
4　考察とまとめ―行政、企業は何ができるか
　酒田で暮らす20～30代女性は、8割強が就業しており、昇進希望は2割に満
たないものの、7～8割は一生働き続けるものと考えており、そして9割超が男
性も家事・育児を分担することを望んでいる。とりわけ、離職経験なく継続就
労している正社員・正職員の女性たち、すなわち管理職候補となる人たちがす
でに酒田には一定数存在している。アンケート調査では、非常に多くの自由記
述が記載され、地域で懸命に働き、がんばっている女性たちの生の声に接する
ことができた。妊娠、出産、子育て、家族にかかわる記述が多く、仕事との兼
表1　性別役割分業意識　n=307
あてはまる
どちらかと
いえばあて
はまる
どちらかと
いえばあて
はまらない
あてはまら
ない DK/NA 全体
Ａ.  男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである 1.6 26.4 36.5 35.2 0.3 100.0
Ｂ.  子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事を持たず育児
に専念すべきだ
8.8 28.3 32.9 29.6 0.3 100.0
Ｃ.  家族を（経済的に）養うのは男性の役割だ 6.8 40.7 30.3 20.2 2.0 100.0
Ｄ.  公的に（国や地域や会社など）重要な決定をする仕事
は、女性より男性に適している
5.2 24.8 43.6 25.1 1.3 100.0
Ｇ.  できれば、女性も一生働き続けた方がよい 32.2 45.3 15.6 4.2 2.6 100.0
Ｉ.  女性は結婚したら、家事・育児に専念すべきである 2.9 12.7 42.7 40.7 1.0 100.0
表2　家事・育児分担についての意識　n=307
あてはまる
どちらかと
いえばあて
はまる
どちらかと
いえばあて
はまらない
あてはまら
ない DK/NA 全体
Ｅ. 家事や育児には、男性より女性が適している 11.7 53.1 22.8 10.1 2.3 100.0
Ｆ. 男性も家事・育児を行うことは、当然である 49.5 43.3 4.6 1.3 1.3 100.0
Ｈ.  妻が勤めていれば、それに見合って、夫（パートナー）
も家事を分担すべきだ
60.3 35.2 2.6 1.0 1.0 100.0
12
ね合いに葛藤している姿も少なくなかった。働き続ける意向をもち、家族形成
の意向をもつ（子どもをもちたい希望や離死別・未婚者の結婚希望は弱くな
い）これらの女性たちにどのように寄り添い、支援していけばよいのだろうか。
　企業は、第一に、女性たちの「意欲」について見直し、従来の採用、処遇、
育成のあり方を点検して、新たな「育成」策を講じていく必要がある。点検の
ツールとして、事業主行動計画の策定、公表といった手続きが活用できる。女
性向けの特別なプログラムを組むというより、男性への対応でしてきたことが
女性にも行われているか点検して、女性の「育成」につながる環境整備をする
というやや長期的視点による取組みである。当事者（ここでは若年女性）の話
を聴くこと、対話することから始めて、女性たちの意欲が醸成され、ひきださ
れるようなエンパワーメント（力をひきだすこと）の取組みが求められる。そ
こで女性自身にも覚悟が求められることは、むろん指摘しておきたい。
　第二に、上司のマネジメント力育成が必要である。武石は、女性の昇進意欲
を高めるために、企業の女性活躍推進策の取組みを「従業員が認知すること、
とりわけ上司の部下育成にかかわるマネジメントのあり方が重要であることが
明らかになった」として、「上司の育成に働きかける企業の取り組みが重要で
ある」（武石 2014：45）と述べている。働く人のやる気をひきだすマネジメン
トが求められる。自信を育て、挑戦する気持ちを削ぐことなく、「女性が能力
発揮できていると考えられる状況、責任ある仕事が与えられていると思える状
況を作っていくことが必要である」（大槻 2015：358）。
　第三に、ポジティブ・アクション（積極的改善措置）である。川口（2012）
の指摘どおり、ポジティブ・アクションに熱心な企業では、女性の昇進意欲が
高く、女性の管理職がいる企業では女性の昇進意欲が高い、という好循環があ
る。大企業ばかりでなく、中小企業であればこその取組み事例も多い。ぜひと
もできることから取組んでいくことを勧めたい。
　第四に、両立支援策である。上述の「山形いきいき子育て応援企業」の取組
みなど、多様な支援メニューが準備されており、ぜひ活用してほしい。男女が
ともに仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）をそれぞれのバランス
により進めていくことは、「女性活躍」の大前提、インフラ整備であるといっ
てよい。若い女性たちが強く望んでいる男性（夫／パートナー）の家事・育児
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参画を実現する方途でもある。
　女性活躍推進へと企業を促し支援するのが行政の役割である。酒田市はさま
ざまな施策・事業に取り組んでおり、具体的には、酒田市産業振興まちづくり
センター（サンロク）を開設し、女性活躍支援員を配置して支援活動を展開し
ている。これらをぜひ活用して、この好機をのがさず、女性も男性も、企業も
経済も、そして地域が元気になってほしい。「女性活躍推進」を企業のためだ
けのものでもなく、女性のためだけのものでもない、皆のためになるものへと
転換しつなげていきたい。
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研究論文
お金に関連する行動の違いは他者に異なる印象をもたらすか？
─同性を想定した場合と異性を想定した場合の比較─
渡辺　伸子
Do differences in monetary behaviors give different impressions on others?
Comparison depending on the gender of the stimulus person
Nobuko WATANABE
summary
Differences in the impression on others depending on the monetary 
behaviors were examined through a questionnaire. Four types of stimulus 
sentences were developed based on the four types of monetary behaviors 
suggested by Watanabe (2018). Participants were requested to rate the 
impression of an imaginary stimulus person. University students ( N=117, 
46 men and 71 women) participated in Study 1, and undergraduate and 
graduate students (N=178, 88 men and 90 women) participated in Study 2. 
In Study 1, the gender of the stimulus person was presented as identical to 
the rater, whereas, in Study 2, the gender of the stimulus person was 
presented as different from the rater. The results of the analysis indicated 
that the rating of impressions was different depending on the stimulus 
person. A person having moderate attitudes toward money transactions 
with others were rated as preferable and honest. These results indicated the 
usefulness of monetary behaviors as information for forming impressions.
Keywords:  Monetary behaviors, impression formation, money beliefs, 
university students
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キーワード：お金に関連する行動，印象形成，お金に対する信念，大学生
問題
　「お金に対する態度」（moneyattitudes;Yamauchi&Templer,1982）とは，
お金に対する認知，行動，感情の個人差と概括されている（渡辺・佐藤，
2010）。お金に対する態度は，職業満足感との関連（Tang&Gilbert,1995）や
購買行動との関連（Robert&Jones,2000）など，個人の経済活動との関連が
検討されている。お金に対する態度の中でも，特に認知に焦点を当てたものは
「お金に対する信念」と呼ばれ，尺度化が行われている。大学生用お金に対す
る信念尺度（渡辺，2014a）は，「ネガティブな影響源」，「ポジティブな影響
源」，「労働の対価」，「獲得困難性」，「重要性」の5下位尺度から構成されてお
り，職業意識との関連が検討されている（渡辺，2017）。
　お金は社会的資源であり，人はお金を払うことによって，モノやサービスを
得，社会生活を有利に進めることが可能となる。逆に，お金を持っていない場
合は身近な他者に頼るほかない。そのため，お金と対人関係の関わりに着目し
た研究が行われてきた。たとえば，Wang&Krumhuber（2017）は，お金に対
する態度を測定する尺度と物象化（objectification）の関連を検討している。物象
化とは，他者をモノのように見なしたり，扱ったりする傾向である（Nussbaum,
1999；尺度はGruenfeld,Inesi,Magree,&Galinsky,2008）。Wang&Krumhuber
（2017）では，物象化傾向とお金に対する態度のいくつかの下位尺度が正の関
連を示していた。具体的には，強迫的にお金について考え行動する傾向や，お
金を権力の象徴と見なす傾向，お金を達成の象徴と見なす傾向，そしてお金に
関する不安を感じる傾向が物象化傾向と正の関連を示していた。つまり，これ
らの傾向が高いほど，他者をモノのように見なす傾向があった。このように，
お金に対して強迫的であることとお金を権力や達成などの社会的指標と見なす
傾向は，他者をモノのように見なすことと関連が深い。
　Vohs,Mead,&Goode（2008）は，お金を用いたプライミング実験を行って
いる。お金の画像を見た実験参加者は，お金以外の画像を見た実験参加者と比
べ，目の前で困っているサクラを助けない傾向を示した。また，お金の画像を
見た実験参加者は，お金以外の画像を見た実験参加者と比べ，実験参加謝礼か
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ら出す寄付金の割合が少なかった。同様に，お金の画像を見た実験参加者は，
お金以外の画像を見た実験参加者と比べ，読書などの一人で行う余暇活動を選
ぶ傾向にあった。類似の観点からの研究として，「お金」をプライミングした
群と「時間」をプライミングした群を比較したReutner&Greifeneder（2018）
では，お金をプライミングされた人々は，文脈や隠れたメッセージを汲み取る
ことが難しくなることが示されている。これらの実験から，お金という刺激に
接することによって，対人行動が抑制される現象が確認された。
　渡辺（2014b）は，お金に対する信念と震災への募金行動の経験の関連を検
討している。募金行動の有無を判別する際に，「ネガティブな影響源」および
「ポジティブな影響源」が他の下位尺度と比較してやや強い効果を持っている
ことが報告されている。募金行動は援助行動の一種であり，お金に対する信念
の中でも「ネガティブな影響源」や「ポジティブな影響源」は向社会的行動を
促進したり抑制したりする効果があるものと考えられる。
　また，竹尾ら（2009）は，お金を親や友人と関係を結ぶ道具と捉え，小中高
校生を対象とした調査を行っている。その結果，発達に伴い，お金を手に入れ
る方法が親に依存しなくなっていくことが見出された。加えて，発達に伴い，
友人関係を尊重する形で，親の価値観から逸脱した購買行動についても子ども
が許容し，実行していることが明らかになった。
　このように，対人関係においてお金に対する態度やお金に関連する思考の影
響が示されているにも関わらず，お金の使用が他者にどのような印象を与える
のかについての研究は筆者の知るところでは行われていない。しかし，個人が
お金に対してどのように振る舞うかを他者が観察する場面は様々に想定できる。
例えば，外食における支払いでは，おごりや割り勘などの行動が想定可能であ
るし，給料などのお金についての会話なども他者によって観察可能な行動であ
る。お金は社会的資源の源泉であるため，その扱い方はある人物についての重
要な情報であると考えられる。よって，本研究では，お金に関連する行動が異
なることによって，他者に与える印象が異なるかどうか検討する。
　ところで，他者に与える印象を検討した研究には様々なものがあるが，印象
を与える側の要因として，外形的な要因を扱った研究が複数ある。例えば，廣
兼・吉田（1984）は顔・声・体型・服装などの手がかりについて，磯・木村・
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桜木・大坊（2004）は視線行動について，塚脇・新入・平川・深田・樋口
（2010）はメガネの着用について，伊藤（2014）は接客場面における定員の言
い間違いについて扱っているが，いずれも印象の受け手が明確に認識すること
が可能な外形的な特徴や行動について扱っているという共通点がある。本研究
はこれらの研究に共通する，印象の受け手が具体的に認識することが可能な情
報としてお金に関連する行動の情報を用いる。
　一方で，印象には受け手の要因も関連する。他者を認知する際に，自己の長
所や短所の情報が用いられること（北岡，1998）や，自己スキーマのあり方が
影響を与えていること（池上・大塚，1997）が示されているように，印象の受
け手の要因は無視することができない。本研究では，お金に関連する行動の情
報を用いることから，受け手のお金に対する信念の影響についても分析する。
　さらに，本研究では相手との関係や相手に期待する役割にも注目する。私的
な対人関係であっても，関係が深まることにより，友人，恋人，結婚相手とい
ったように関係が進展していく。また，複数人で対人関係を持った場合には，
旅行や飲食の際に幹事の役割が必要になることもある。そのため，本研究では，
相手との関係や相手に期待する役割にお金に関連する行動が影響を与えるか検
討する。本研究では印象評定を行うが，印象評定に加えて相手との関係につい
ても検討することで，お金に関連する行動の情報の用いられ方を多角的に検証
することが可能となる。加えて，相手に期待する役割についても，印象評定の
結果の解釈に活用することが可能である。
　本研究では，お金に関連する行動が異なることによって，他者に与える印象
が異なるか，質問紙実験により，架空の人物への印象評定を求めることによっ
て検討する。印象評定に用いる刺激は，渡辺（2018）で得られた大学生の類型
に基づいて作成する。渡辺（2018）は，大学生を対象にお金に関連する行動に
ついて調査を行い，10の行動を用いたクラスター分析から大学生を次の4類型
に分類した。第1は「やりとり活発群」で，他者との金銭のやりとりが活発で
あることが特徴であった。第2は「やりとり抑制群」で，他者との金銭のやり
とりが抑制的であることが特徴であった。第3は「全般的抑制群」で，全般的
にお金に関連する行動が少ないことが特徴であった。第4は「接近・不節制群」
で，お金に接近的でありながら，お金をコントロールできていないことが特徴
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であった。4類型の中では「接近・不節制群」が最も多く，大学生において多
く見られる行動様式であると考察されている。本研究では上記の4類型に基づ
き印象評定に用いる刺激を作成する。実際の大学生の行動様式に近い刺激文を
提示することで回答者が文章から人物をイメージしやすく回答が容易になるこ
とが期待される他，結果の解釈をより実際の対人関係場面に応用しやすいとい
う利点がある。なお，刺激人物への評定により対人認知を検討する方法は福
田・廣岡（2006）でも行われている。
調査1　対人場面で用いられるお金に関する行動が同性からの印象評定に与え
る影響の検討
目的
　渡辺（2018）で示された4つの典型的な人物に関する刺激文を作成し，印象
評定を求めることで，対人場面でのお金に関連する行動の情報的有用性を確認
することを目的とする。なお，調査1では，人物の性別は調査協力者と同性と
した。
方法
調査時期　2010年12月に調査を実施した。
調査対象　関東地方の国立大学に所属する学生117名が調査に協力した。男性
が46名，女性が71名であった。年齢の平均は18.97歳（SD=0.61）であった。
調査内容　（a）刺激文およびSD法の印象評定項目：各刺激人物として提示し
た内容をTable1に示した。刺激文中では，渡辺（2018）で抽出された4群に
ついて，「やりとり活発群」をもとにした人物を人物A，「やりとり抑制群」を
もとにした人物を人物B，「全般的抑制群」をもとにした人物を人物C，「接
近・不節制群」をもとにした人物を人物Dと命名した。各刺激人物に関する文
章を読んだ後，13項目のSD法による印象評定に回答を求めた。SD法による
印象評定の項目は，井上・小林（1985）から，対人印象評定の項目として適切
と考えられた「明るい―暗い」「暖かい―冷たい」「好きな―嫌いな」「良い―
悪い」「親切な―不親切な」「まじめな―ふまじめな」「きちんとした―だらし
ない」「責任感のある―無責任な」「理性的な―感情的な」「思いやりのある―
わがままな」「慎重な―軽率な」「感じのよい―感じのわるい」「親しみやすい
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―親しみにくい」の13項目を選定し使用した。7件法で実施した。4人の刺激
人物の提示順は，複数用意し，カウンターバランスをとった。（b）役割選択に
関する項目：「幹事にするならばA～Dのどの人物がよいか」（以下，「幹事」）
と「これからもっと友人づきあいをしていくならばA～Dのどの人物がよいか」
（以下，「友人」）を尋ねた。各設問について1人，選択を求めた。（c）お金に対
する信念：大学生用お金に対する信念尺度（渡辺，2014a）を用いた。「ネガテ
ィブな影響源」，「ポジティブな影響源」，「労働の対価」，「獲得困難性」，「重要
性」の5下位尺度，全30項目について，5件法で回答を求めた。（d）デモグラ
フィックな変数：年齢，性別等を尋ねた。
調査方法　授業時間内に実施した。
倫理的配慮　調査は，筆者の当時の所属機関に設置された研究倫理委員会の承
認を受けて実施された。
Table 1　渡辺（2018）の4類型を元に作成し使用した刺激文
【共通部分】Xはあなたと同性の，大学で出会った友人です。いまは知り合って1カ月
が経ったところです。Xと知り合って1カ月のうちに，あなたはXが次のような人物
であることに気づきました。（注：X部分が実際にはA～Dに置き換えられていた。）
Aはアルバイトに熱心です。Aは，よく人からお金を借りたり，人にお金を貸した
りしています。また，衝動買いをすることがあります。みんなで食事をすることもあ
りますが，その場合は割り勘にするのが好きなようです。一緒に出かけた時に，何度か，
道で募金箱を持った人を見かけましたが，よく募金をしていました。
Bは，人からお金を借りたり，人にお金を貸したりはしません。また，衝動買いを
したりすることがなく，計画的にお金を使っているようです。さらに，みんなで食事
に行ったときなどに，たとえBは値段の高いお店に行きたかったとしても，持ち合わ
せの少ない人に合わせて店を決めても文句を言いません。
　Cは，アルバイトをしていませんし，アルバイトを探してもいないようです。Cは，
人からお金を借りるようなことはありません。みんなで食事に行くこともありますが，
Cは割り勘にするのはあまり好きではないようです。また，どの店に食事に行くか決
めるときも，Cは持ち合わせの少ない人に合わせずに，値段の高い店に行きたいと言
うこともあります。あるとき，一緒に歩いているときに，道端に小銭が落ちていまし
たが，Cは見向きもしませんでした。Cの口から，お金に関する話題が出たことはあ
りません。
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　Dは，事前に考えずに，無計画にお金を使ってしまうことがあるようです。みんな
で食事に行くこともありますが，どの店に食事に行くか決めるときも，Dは持ち合わ
せの少ない人に合わせずに，値段の高い店に行きたいと言うこともあります。あるとき，
一緒に歩いているときに，道端に落ちていた小銭を拾って，自分の財布に入れていま
した。また，一緒に歩いているときに何度か，募金箱を持った人を見かけましたが，
Dは募金したことがありません。Dはよく，人に対してバイト代や貯金の額を尋ねる
など，お金の話をしています。
結果
印象評定の得点化　最初に，各人物への印象を得点化するため，各刺激文のSD
法の印象評定項目について因子分析（主因子法，プロマックス回転）を行い，
ほぼ共通の2因子構造が得られたため，2因子解を採用した。刺激文によって
負荷を示す因子が定まらなかった「まじめな―ふまじめな」の1項目を削除し，
再度各刺激文について因子分析を行い，2因子解を採用した。第1因子には「感
じのよい―感じのわるい」「親しみやすい―親しみにくい」「良い―悪い」「好
きな―嫌いな」「親切な―不親切な」「暖かい―冷たい」「明るい―暗い」の7
項目が高い負荷を示していた。項目の内容から，第1因子は「好ましさ」因子
と命名した。第2因子には，「きちんとした―だらしない」「慎重な―軽率な」
「責任感のある―無責任な」「まじめな―ふまじめな」「理性的な―感情的な」
の5項目が高い負荷を示していた。そのため，第2因子は，「誠実さ」因子と命
名した。それぞれ，高得点であるほど，好ましさや誠実さが高くなるように得
点化した。分析には，合計得点を項目数で除した値を用いた。各刺激人物への
「好ましさ」のα係数は.82～.90，「誠実さ」のα係数は.78～.88であり，信頼
性は十分であった。
同性の刺激人物が印象に与える影響　4種類の刺激人物が，「好ましさ」と「誠
実さ」の評定に与える影響について検討するため，1要因4水準の被験者内計
画の分散分析を行った。なお，回答の際，男性の回答者には「男性」を，女性
の回答者には「女性」を想像するように教示したため，回答者の性別ごとに分
析を行った。
　分散分析の結果をTable2に示した。男性回答者の評定はいずれも有意であ
ったため（好ましさ：F（2.57,113.06）=51.45,p<.01；誠実さ：F（3,135）=110.28,
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p<.01），多重比較（Bonferroni法）を行った。その結果，「好ましさ」はAとB
が同等に高く，次にC，最後にDであった。一方，「誠実さ」では，B，A，C，D
の順になっていた。同様に，女性回答者についても分析を行ったところ，いず
れも男性回答者と同様の結果が得られた（好ましさ：F（2.62,183.35）=103.09,
p<.01：誠実さ：F（2.69,188.11）=199.87,p<.01；多重比較の結果は男性と同様）。
Table 2　各人物の印象得点の分散分析の結果（同性）
刺激人物 F値 多重比較
A B C D （df） （Bonferroni法）
《男性回答者》
好ましさ M 5.32 4.92 3.84 3.45 51.45** A,B>C>D
（N=45） SD 0.77 0.85 0.74 0.89 （2.57,113.06）
誠実さ M 4.00 5.91 3.87 2.96 110.28** B>A>C>D
（N=46） SD 0.74 0.77 0.95 0.72 （3,135）
《女性回答者》
好ましさ M 4.96 4.85 3.66 3.34 103.09** A,B>C>D
（N=71） SD 0.75 0.77 0.49 0.71 （2.62,183.35）
誠実さ M 3.97 5.92 3.73 2.73 199.87** B>A>C>D
（N=71） SD 0.87 0.79 0.71 0.75 （2.69,188.11）
注）**p<.01。
役割選択に関する分析　各刺激人物が，「幹事」に選ばれた割合と，「友人」に
選ばれた割合を算出し，Table3に示した。回答者の性別ごとに分析を行った。
「幹事」選択の結果に対してχ2検定を行ったところ，4群の選択率に差が見ら
れた（男性回答者：χ2（3）=36.55,p<.01；女性回答者：χ2（3）=139.47,p<.01）。
残差分析の結果，両性とも，B＞A＞C，D順で選択率が有意に高かった。「友
人」選択においても4群の選択率に差が見られた（男性回答者：χ2（3）=31.71,
p<.01；女性回答者：χ2（3）=54.85,p<.01）。残差分析の結果，両性とも，A，B
＞C，Dの順で選択率が有意に高かった。
お金に対する信念と印象評定の関連　評定者のお金に対する信念と，「好まし
さ」および「誠実さ」の評定しやすさに関連があるか検討を行った。分析のた
め，4人分の「好ましさ」および「誠実さ」をそれぞれ合算し，「好ましさの
感じやすさ」と「誠実さの感じやすさ」の指標とした。相関分析の結果，男性
評定者において，「誠実さの感じやすさ」得点が，「ネガティブな影響源」，「ポ
ジティブな影響源」，「労働の対価」と有意な正の相関を示した（r=.30～.43,
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p<.05）。女性評定者では，「好ましさの感じやすさ」が「ネガティブな影響源」
と有意な負の相関を示した（r=― .26,p<.05）。
Table 3　各人物の役割選択の度数とχ2分析の結果（同性）
刺激人物 A B C D 合計 χ2値 多重比較
《男性回答者》
幹　事 12 27 2 5 46 36.55** B>A,C,D
（26.09） （58.70） （4.35） （10.87） （100.00）
友　人 23 18 3 1 45 31.71** A,B>C,D
（51.11） （40.00） （6.67） （2.22） （100.00）
《女性回答者》
幹　事 8 60 1 1 70 139.47** B>A,C,D
（11.43） （85.71） （1.43） （1.43） （100.00）
友　人 33 30 1 2 66 54.85** A,B>C,D
（50.00） （45.45） （1.52） （3.03） （100.00）
注）**p<.01。カッコ内の数字は割合（％）。
考察
　4人の刺激人物に対する印象評定には差が見られ，好ましさの評定では人物
Aと人物Bが，誠実さの評定では人物Bが，評定者の性別に関係なく，最も評
定が高かった。これらの結果からは，お金に関連する行動の違いが同性の他者
への印象を形成する際，影響を与える可能性が示されたと考えられる。人物B
は渡辺（2018）で示された「やりとり抑制群」をもとに作成された刺激人物で
あり，他者との金銭のやりとりが抑制的であることが特徴であった。よって，
他者との金銭のやりとりが抑制的であることが，相手に好ましさと誠実さの印
象を与えると考えられる。一方，人物Aも好ましさを高く評価されていた。
人物Aは「やりとり活発群」をもとに作成された刺激であり，他者との金銭
のやりとりが活発であることが特徴であった。よって，他者との金銭のやりと
りが活発であることも，相手に好ましさの印象を与えると考えられる。
　4人の刺激人物から1人を「幹事」と「友人」として選択させた場合，異な
る傾向が見られた。「幹事」はお金に関係する役割であり，「友人」はお金に特
には関係しない役割であると考えられるが，「幹事」では人物AとBの差が有
意であったのに対し，「友人」では人物AとBの間に有意な差が見られなかっ
た。このことから，お金に関する行動についての情報は，同性を対象とした場
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合，相手に期待する役割や対人印象に影響を与える情報であると考えられる。
　お金に対する信念と好ましさおよび誠実さの感じやすさの関連では，男性評
定者においては，誠実さの感じやすさがお金に対する信念の「ネガティブな影
響源」，「ポジティブな影響源」，「労働の対価」と正の関連を示していた。よっ
て，お金は人に悪い影響および良い影響を及ぼすもので，労働の結果手に入る
ものだと考えているほど，お金に対する行動の情報で同性の他者を誠実である
と判断しやすいことが示唆された。
　女性評定者では，好ましさの感じやすさが「ネガティブな影響源」と負の関
連を示しており，お金を悪いと考えているほど，お金に対する行動の情報によ
って同性他者を好ましいと判断しにくいことが明らかになった。
調査2　対人場面で用いられるお金に関する行動が異性からの印象評定に与え
る影響の検討
目的
　刺激文の人物が異性の場合にも，調査1と同様の結果が得られるか検討する
ことを目的とする。
方法
調査時期　2014年6月に実施した。
調査対象　関東地方の国立大学2校および東海地方の私立大学1校の大学生お
よび大学院生合計178名が調査に協力した。男性88名，女性90名であった。
年齢の平均は19.92歳（SD=1.23）であった。
調査内容　（a）刺激文およびSD法の印象評定項目：各刺激人物の性別を「異
性」と教示した文章を用いた他は，全て調査1と同様であった。（b）役割選択
に関する項目：調査1と同様に，「幹事」と「友人」について選択を求めた。
加えて，刺激人物を異性としたことから，新たに「今後，恋人にしたいと一番
強く思う人物」（以下，「恋人」）と「将来，結婚相手にしたいと一番強く思う
人物」（以下，「結婚相手」）も尋ねた。各設問について1人，選択を求めた。
（c）お金に対する信念：調査1と同様の尺度（渡辺，2014）を用いた。（d）デモ
グラフィックな変数：年齢，性別等を尋ねた。
調査方法　授業時間中に配布し，回収した。
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倫理的配慮　調査は，筆者の当時の所属機関に設置された研究倫理委員会の承
認を受けて実施された。
結果
異性の刺激人物が印象に与える影響　4種類の刺激人物が，「好ましさ」と「誠
実さ」の評定に与える影響について検討するため，1要因4水準の被験者内計
画の分散分析を行った。なお，回答の際，男性の回答者には「女性」を，女性
の回答者には「男性」を想像するように教示したため，それぞれ別に分析を行
った。得点化は調査1と同様とした。
　分散分析の結果をTable4に示した。男性回答者の評定はいずれも有意であ
ったため（好ましさ：F（3,249）=89.20,p<.01：誠実さ：F（3,252）=156.00,p<.01），
多重比較（Bonferroni法）を行った。その結果，「好ましさ」はAとBが同等に
高く，次にC，最後にDとなっていた。一方，「誠実さ」では，B，A，C，Dの
順になっていた。女性回答者についても男性回答者と同様の結果が得られた（好
ましさ：F（2.57,228.73）=190.66,p<.01：誠実さ：F（3,264）=356.83,p<.01；多重
比較の結果は男性と同様）。
Table 4　各人物の印象得点の分散分析の結果（異性）
刺激人物 F値 多重比較
A B C D （df） （Bonferroni法）
《男性回答者》
好ましさ M 4.97 4.96 3.87 3.46 89.20** A,B>C>D
（N=84） SD 0.74 0.83 0.74 0.68 （3,249）
誠実さ M 4.15 5.80 3.80 3.04 156.00** B>A>C>D
（N=85） SD 0.94 0.82 0.82 0.86 （3,252）
《女性回答者》
好ましさ M 5.14 5.19 3.56 3.22 190.66** A,B>C>D
（N=90） SD 0.74 0.77 0.56 0.73 （2.57,228.73）
誠実さ M 4.21 6.07 3.64 2.66 356.83** B>A>C>D
（N=89） SD 0.79 0.61 0.76 0.70 （3,264）
注）**p<.01。
役割選択に関する分析　役割選択について分析を行った。「幹事」，「友人」，「恋
人」，「結婚相手」の4つの役割について，それぞれ1人の刺激人物を選択する
よう求めた結果を男女それぞれでクロス集計表にした（Table5）。4人の人物
の選択のされ方に偏りがあるか検討するため，それぞれの役割について，χ2
28
検定を行った。その結果，男性回答者，女性回答者ともに，すべての役割にお
いて有意な結果が見られた。「幹事」，「恋人」，「結婚相手」で刺激人物Bが最
も多く選択されていた。「友人」においてのみ，AとBが同程度に多く選択さ
れていた。
　お金に対する信念と印象評定の関連　評定者のお金に対する信念と，「好ま
しさ」および「誠実さ」の評定しやすさに関連があるか検討を行った。2指標
は調査1と同様に算出した。相関分析の結果，男性評定者では有意な相関は見
られなかった。女性評定者では，「好ましさの感じやすさ」と「誠実さの感じ
やすさ」が「ネガティブな影響源」と有意な負の相関を示した（好ましさの感
じやすさ：r=― .26,p<.05；誠実さの感じやすさ：r=― .21,p<.05）。
Table 5　各人物の役割選択の度数とχ2分析の結果（異性）
刺激人物 A B C D 合計 χ2値 多重比較
《男性回答者》
幹　事 17 61 4 5 87 99.25** B>A>C,D
（19.54） （70.11） （4.60） （5.75） （100.00）
友　人 36 35 8 6 85 38.34** A,B>C,D
（42.35） （41.18） （9.71） （7.06） （100.00）
恋　人 23 46 12 3 84 49.24** B>A,C,D
（27.38） （54.76） （14.29） （3.57） （100.00）
結婚相手 14 58 9 4 85 87.94** B>A,C,D
（16.47） （68.24） （10.59） （4.71） （100.00）
《女性回答者》
幹　事 16 66 1 7 90 117.20** B>A,C,D
（17.78） （73.33） （1.11） （7.78） （100.00）
友　人 32 49 1 5 87 71.67** A,B>C,D
（36.78） （56.32） （1.15） （5.75） （100.00）
恋　人 19 58 1 3 81 103.44** B>A>C,D
（23.46） （71.60） （1.23） （3.70） （100.00）
結婚相手 11 70 0 4 85 152.04** B>A,C,D
（12.94） （82.35） 0.00 （4.71） （100.00）
注）**p<.01。カッコ内の数字は割合（％）。
考察
　4人の刺激人物に対する印象評定には差が見られ，好ましさの評定では人物
Aと人物Bが，誠実さの評定では人物Bが，評定者の性別に関係なく，最も評
定が高かった。これは，同性を想定して回答を求めた調査1と同様の結果であ
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った。よって，他者との金銭のやりとりが抑制的であることが，相手に好まし
さと誠実さの印象を与えると考えられる。また，他者との金銭のやりとりが活
発であることも，相手に好ましさの印象を与えると考えられる。お金に関連す
る行動の情報は，評定者の性別に関係なく，異性に対して同様の印象を与えて
いることが示された。
　4人の刺激人物から1人を「幹事」，「友人」，「恋人」，「結婚相手」として選
択させた場合，それぞれにおいて異なる傾向が見られた。「幹事」と「友人」
では調査1と同様であった。一方，異性を対象としたため新たに設けた「恋人」
と「結婚相手」では，男女評定者ともに，人物Bが最も多く選択され，次いで
Aが選択される傾向にあり，｢恋人｣ と「結婚相手」は，「幹事」と類似した選
択傾向であった。これらのことから，お金に関する行動についての情報は，異
性を対象とした場合でも，有益な情報と考えられる。
　お金に対する信念と，好ましさおよび誠実さの感じやすさの関連では，女性
評定者において，好ましさの感じやすさおよび誠実さの感じやすさが「ネガテ
ィブな影響源」と負の関連を示しており，お金を悪いものと考えているほど，
お金に対する行動の情報によって，異性の他者を好ましい，誠実であるとは判
断しにくいことが明らかになった。
総合考察
　本研究では，異なる行動特徴を示す刺激人物が異なる印象を獲得するかどう
かについて，渡辺（2018）の4類型から作成した刺激人物を提示して検討した。
刺激人物が評定者と同性の場合と異性の場合の2つの条件を想定し，調査を実
施したところ，いずれの条件においても，刺激人物によって印象評定に差が見
られた。また，異なる行動特徴を示す刺激人物に対し，その後期待する役割が
異なるか検討したところ，刺激人物によって差が見られた。以下，刺激人物と
印象の対応関係，役割選択，評定者の性別，評定者のお金に対する信念の影響
の順に考察する。
　まず，刺激人物と印象の対応関係について述べる。本研究の結果からは，4
人の刺激人物は，好ましさと誠実さの点で異なる印象を評定者に与えることが
明らかとなった。このことから，人物の評価におけるお金に関連する行動の情
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報的有用性が示された。以下，好ましさと誠実さのそれぞれについて，最も高
く評価された刺激人物の特徴を中心に考察する。
　好ましさの面では，4つの刺激人物の中では，他者との金銭のやりとりが抑
制的である人物Bと，他者との金銭のやりとりが活発であることが特徴である
人物Aが最も好まれていた。人物Bの刺激文では，お金の貸し借りをしないこ
とが示され，人物Aの刺激文では，割り勘を行うことが記されていた。呉
（2016）は，日本ではお金のやりとりを行わない人間関係が好まれると指摘し
ているが，本研究において，渡辺（2018）の「やりとり抑制群」をもとに作成
された人物Bと，「やりとり活発群」をもとに作成された人物Aが好ましさの
点で同程度に高く評価された理由は，人物Bについては割り勘の記述が，人物
Aについてはお金の貸し借りをしないという記述があり，いずれもお金のやり
とりを行わない人間関係の方法として評定者に認識されたためと考えられる。
また，人物Aに関しては，刺激文において募金に協力的であることが記述さ
れており，この点から，向社会的行動の活発さが連想されて好ましさの高評定
につながった可能性もある。
　一方で，誠実さの面では，人物Bが最も誠実と考えられていた。好ましさの
面では人物Bと人物Aが同程度であったが，誠実さでは人物Bの方が高く評価
されていた。人物Bの刺激文では，お金の貸し借りをしないことが記されてい
たが，人物Aの刺激文では，お金の貸し借りをすることが記されていたこと
が理由であると推察される。お金の貸し借りをしないことが他者に誠実と思わ
れることが示される結果であった。加えて，人物Bの刺激文では，お金のつか
い方を他者に合わせる行動も記されており，この点も誠実なイメージにつなが
ったのかもしれない。
　次に，役割選択について述べる。本研究では，お金に関連する行動の情報の
用いられ方を多角的に検討するため，相手に期待する役割への回答も求めた。
分析の結果，刺激人物によって任せたい役割が異なることが明らかになった。
「幹事」役割は，同性条件でも異性条件でも，人物Bが最も多く選択されてい
た。「友人」役割は，同性条件でも異性条件でも，人物AとBが最も多く選択
されていた。異性条件のみで設けた「恋人」と「結婚相手」項目は，人物Bが
最も多く選択されていた。人物Bは誠実さが最も高い特徴を持っていたことを
31お金に関連する行動の違いは他者に異なる印象をもたらすか？
勘案すると，誠実さの高い人物は「幹事」のような金銭管理を担う役割だけで
なく，「友人」，「恋人」，「結婚相手」のような親密な相手としても選ばれやす
いことが示された。金銭的な行動から判定された誠実さが，人格全体の判断に
波及した可能性があり，お金に関連する行動が対人関係において注意を払うべ
き重要な行動であることが伺える結果であった。
　評定者の性別の影響について述べる。本研究では，評定者と刺激人物が同性
である条件（調査1）と異性である条件（調査2）を設定した。その結果，刺
激人物が同性であるか異性であるかに関係なく，好ましさの高いお金に関連す
る行動および誠実さの高いお金に関連する行動は同じであった。よって，自分
や相手の性別に関係なく，好まれやすいお金に関連する行動や，誠実と思われ
やすいお金に関連する行動があると考えることが可能である。
　最後に，評定者のお金に対する信念の影響について述べる。4人の刺激人物
に対する「好ましさ」および「誠実さ」をそれぞれ合算し，「好ましさの感じ
やすさ」と「誠実さの感じやすさ」の指標として分析したところ，一部で関連
が見られた。刺激人物として同性を想定させた条件において，男性評定者は，
お金は人に悪い影響および良い影響を及ぼすもので，労働の結果手に入るもの
だと考えているほど，お金に対する行動の情報で同性の他者を誠実であると判
断しやすかった。しかし，刺激人物として異性を想定させた条件では，男性評
定者においてお金に対する信念と好ましさおよび誠実さの感じやすさは関連を
示さなかった。男性評定者においては，関連は刺激人物が同性の条件だけで見
られ，誠実さの認知を強める効果が見られた。
　一方で，刺激人物として同性を想定させた条件において，女性評定者は，お
金を悪いと考えているほど，お金に対する行動の情報によって同性他者を好ま
しいと判断しにくくなっていた。女性評定者では，刺激人物として異性を想定
させた条件でも関連が見られ，女性評定者は，お金を悪いものと考えているほ
ど，お金に対する行動の情報によって異性の他者を好ましい，誠実であると判
断しにくくなっていた。女性評定者においては，いずれの条件でも関連が見ら
れ，いずれの条件でも好ましさや誠実さを抑制する方向の効果であった。
　これらを総合すると，男性は同性である男性を評価する場合に，自身の持つ
お金に対する信念の影響を受ける一方で，女性は男性を評価する場合でも女性
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を評価する場合でも，自身の持つお金に対する信念の影響を受けると考えられ
る。また，影響の方向性については，男性は促進的，すなわち誠実さをより感
じやすくなるお金に対する信念があったが，女性は抑制的，すなわち好ましさ
や誠実さを感じにくくするお金に対する信念があった。特に，お金に対する信
念の「ネガティブな影響源」は，男性では同性の人物の誠実さを高める役割を
果たす一方で，女性では同性への好ましさや異性への誠実さと好ましさを抑制
する役割を果たしており，真逆の影響力を示していた。「ネガティブな影響源」
が表しているお金が人に悪い影響を与えるという考え方は，女性においては，
目の前の人物はお金によって良くない気持ちを持ち，嘘をついてこのような行
動をとっているのではないかと推測する基盤となっているのかもしれない。男
性で示された誠実さへの促進的な影響は解釈がやや難しいが，お金は人に悪い
影響を与えるという考えを強く持つ場合，目の前の同性の人物はお金の効果を
受けないほど誠実な人物だと感じるのかもしれない。
　本研究では，大学生を対象として調査を行った。発達段階において青年期の
後に続く成人期では，結婚生活の開始と維持が大きな課題となる。夫婦関係の
研究において，神谷（2016）はお金に関する意識が夫婦関係に与える影響につ
いての研究が必要であると指摘している。青年期の対人関係において，対人関
係上での適切なお金の扱い方を学ぶことで，成人期の結婚生活におけるスキル
が形成される可能性がある。
　本論文の限界を2点挙げる。第一は，対人領域での印象評定において，個別
の行動の印象の差を扱わなかったことである。本論文では，典型例として，ク
ラスター分析の結果を利用したため，個別の行動に評定を求めることはしなか
った。しかしながら，本論文で刺激文として整理した行動の中で，特に影響力
の強い行動が含まれていた可能性もある。そのため，今後は個別の行動に印象
評定を求める方法を用いて，個別の行動の影響力を比較検討することも必要で
あろう。第二として，対人領域において，実際の関係を扱わなかったことが挙
げられる。本論文では，質問紙実験の形式を用いたため，実際の対人関係で類
似の結果が得られるか検討する必要がある。今後は，より実際に即した対人関
係を扱い，対人関係にお金の果たしている機能を明らかにしていくことが必要
である。
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An empirical analysis of the relationship between remittances 
and the real effective exchange rate for Tajikistan
SULTONOV Mirzosaid
Abstract
Using a combination of vector autoregressive (VAR) modelling and the Granger 
causality test, this study examines the relationship between remittances and the real 
effective exchange rate (REER) in the case of Tajikistan. The paper contributes to 
empirical studies on the relationship between remittances and REER in a country with 
remittance inflows equal to a significant share of its gross domestic product (GDP). The 
research results are based on the logarithmic difference of seasonally adjusted quarterly 
data demonstrating a short term bidirectional causality between remittances and REER.
Keywords: remittances, REER, Tajikistan 
1. Introduction
In Tajikistan, personal remittances received from abroad, comprised of personal 
transfers and employee compensation, were equal to 20.2% to 49.3% of the gross 
domestic product (GDP) for the period 2005 to 2016, fluctuating between 26.9% to 
49.3% of GDP from 2007 to 20161. Such a vast inflow of foreign currency could be 
associated with changes in important macroeconomic fundamentals. 
The relationship between remittance inflow and the exchange rate in remittance-
recipient countries has attracted many researchers. The existing studies show depending 
on the specifics of the economy an inflow of remittances could be associated with the 
appreciation or depreciation of the exchange rate, or the relationship could be 
statistically insignificant (e.g., Amuedo-Dorantes and Pozo, 2004; Lopez, Bussolo, and 
1  Source: World Bank
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Molina, 2007; Acosta, Lartey, and Mandelman, 2009; Ball, Cruz-Zuniga, Lopez, and 
Reyes, 2008; Barajas, Chami, Hakura, and Montiel, 2010; Kamar, Bakardzhieva, and 
Naceur, 2010). 
Due to the lack of data and low number of observations, the relationship between 
remittances and the real effective exchange rate (REER) in the case of Tajikistan has 
not been researched properly. The National Bank of Tajikistan does not report REER 
time series in a manner appropriate for use in estimates. The REER data used in this 
paper are calculated by the author.
The paper contributes to empirical studies on the relationship between remittances 
and REER in the case of a country with remittance inflows equal to a significant share 
of the GDP.
The next two sections present the empirical analysis and concluding remarks.
2. Empirical analysis
In estimation, logarithmic differences of seasonally adjusted quarterly data were 
used on remittance inflows and REER for the period of 2005 Q1 to 2016 Q4. REER is 
measured as the nominal exchange rate of the national currency of Tajikistan (the 
Somoni) against a weighted average of four foreign currencies (main trade partners 
Russia, China, Turkey and Kazakhstan) adjusted by the relative price (foreign price 
divided by domestic price).
The nominal exchange rate is as reported by the National Bank of Tajikistan. The 
price level and the weight of trade with the main trade partners are as reported by the 
national statistics of Tajikistan. The price levels for trading partners are as reported by 
the national statistics of Kazakhstan and the Organisation for Economic Co-operation 
and Development (OECD) statistics2. The nominal exchange rates are used as amount 
of national currency (the Somoni) per unit of foreign currency, and an increase in 
REER is a depreciation for the Somoni. 
The remittance data are valued in millions of USD. The data on remittances are 
2  Data for Russia, China and Turkey are from OECD statistics.
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prepared based on data from the Central Bank of the Russian Federation and the World 
Bank’s World Development Indicators. The national bank and statistics from Tajikistan 
do not provide appropriate data on remittance inflows. The data are based on prices for 
the first quarter of 2010. The summary statistics are presented in Table 1. The total 
number of observations is 48. The means of the logarithmic values show a depreciating 
trend for REER and an increasing trend for remittances. Standard deviation for the 
logarithmic values show more volatility for remittances as compared with REER.
Table 1. Summary statistics
Variables Observations Mean Std. Dev. Min. Max.
ln REER 48 4.5660 0.0912 4.3898 4.7334
ln Remittances 48 6.0458 0.6515 4.4280 6.7196
Δ ln REER 48 0.0076 0.0320 -0.0495 0.1313
Δ ln Remittances 48 -0.0082 0.1820 -0.5114 0.5825
Note: Author’s calculations.
A combination of vector autoregressive (VAR) modelling and the Granger causality 
test were used to examine the relationship between remittances and REER. Pre-tests for 
a unit root and cointegration are required before estimating the VAR model. If the first 
differences of the variables do not have a unit root and there is no cointegration relation 
(long run relationship) between variables, the VAR model can be used. Otherwise, a 
vector-error correction model (VECM) should be used. 
The Phillips-Perron test for unit root statistics (Table 2) rejects the null hypothesis 
of a unit root at the 1% significance level for logarithmic differences of the variables.
Table 2. Phillips-Perron test for unit root
Variables Observations Test statistics
Δ ln REER 47 -6.333***
Δ ln Remittances 47 -4.831***
Note: Author’s calculations. *** mean the rejection of the null hypothesis of a unit root at the 1% 
significance level.
40
Next, the cointegration relationship between the variables is checked using the 
logarithmic values. First, the selection-order criteria is used to define the appropriate 
number of lags. The Schwarz Bayesian information criterion (SBIC) chose one lag, 
while other criteria such as the sequential likelihood-ratio (LR) test, the Akaike 
information criterion (AIC) and Hannan–Quinn information criterion (HQIC) chose 
four lags (Table 3). 
Table 3. Selection-order criteria
Lag LR AIC HQIC SBIC
0 -0.4964 -0.4663 -0.4153
1 186.05 -4.5430 -4.4527 -4.2997*
2 10.169 -4.5923 -4.4419 -4.1868
3 14.403 -4.7378 -4.5273 -4.1701
4 15.866* -4.9166* -4.6459* -4.1867
Note: Author’s calculations.
The Lagrange-multiplier (LM) test suggests a model misspecification based on 
SBIC (Table 4). The test rejects the null hypothesis that no autocorrelation appears in 
the residuals for the first two orders. 
Table 4. Lagrange-multiplier test based on SBIC
Lag Test statistics P
1 10.0719 0.0392
2 12.3831 0.0147
3 7.3089 0.1204
4 4.9870 0.2886
Note: Author’s calculations.
The LM test based on the lag order selected by other criteria does not reject the null 
hypothesis that no autocorrelation appears in the residuals for any of the four orders 
tested. The test provides no suggestion of model misspecification (Table 5).
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Table 5. Lagrange-multiplier test based on other criteria
Lag Test statistics P
1 2.6880 0.61132
2 0.8250 0.93506
3 2.0162 0.73277
4 3.5474 0.47071
Note: Author’s calculations.
Using the Johansen test, cointegration is checked between the variables. The test 
(Table 6) does not reject the null hypothesis of no cointegrating equations for the 
models with one lag (as chosen by SBIC) and four lags (as chosen by other information 
criteria). The conducted analysis proves the appropriateness of the VAR model for our 
data.
Table 6. Johansen tests for cointegration
Lags Maximum rank Trace statistics 5% critical value
1
0 9.4916 15.41
1 1.2956 3.76
4
0 13.4931 15.41
1 2.8127 3.76
Note: Author’s calculations.
The time series were analysed and the VAR model was found to be appropriate (as 
compared with VECM). Afterwards, the logarithmic differences in the data were used 
in a VAR model. The appropriate number of lags for the VAR model with the first 
differences of the variables is zero lags according to SBIC, and three lags according to 
other criteria (sequential LR test, AIC and HQIC). The selection-order criteria are 
reported in Table 7.
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Table 7. Selection-order criteria
Lags LR AIC HQIC SBIC
0 -4.50958 -4.47951 -4.42848*
1 10.985 -4.57742 -4.4872 -4.33413
2 12.910 -4.68901 -4.53863 -4.28351
3 12.520* -4.79173* -4.5812* -4.22403
4 6.4034 -4.75544 -4.48476 -4.02555
Note: Author’s calculations.
Table 8 presents the estimation results for the 3rd order VAR model. The equation of 
the model was
yi,t =ci +ai,1 y1,t-1 +ai,2 y1,t-2 +ai,3 y1,t-3 +ai,4 y2,t-1 +ai,5 y2,t-2 +ai,6 y2,t-3 + εi,t  (1)
where each variable in the model has one equation and the current observation of 
each variable depends on its own lagged values as well as on the lagged values of the 
other variable.
Table 8. Estimation results for VAR model
Independent variables
Dependent variables
Δ ln REER Δ ln Remittances
Coefficients Standard Errors Coefficients Standard Errors
Δ ln REER L1 -0.0209 0.1475 1.4792** 0.6442
Δ ln REER L2 0.0426 0.1496 1.9492*** 0.6532
Δ ln REER L3 0.0364 0.1419 0.3836 0.6197
Δ ln Remittances L1 -0.0603** 0.0300 0.0062 0.1312
Δ ln Remittances L2 -0.0386 0.0291 0.4038*** 0.1269
Δ ln Remittances L3 0.0252 0.0314 0.4837*** 0.1371
Constant 0.0051 0.0049 -0.0425** 0.0214
Note: Author’s calculations. *** and ** mean statistically significant at the 1% and 5% significance levels.
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The coefficients show remittance inflows in the previous quarter appreciate 
(decrease) REER in the current quarter. The impact is statistically significant at the 5% 
significance level. REER depreciation in the previous two quarters increases the inflow 
of remittances in the current quarter. The impact is statistically significant at the 1% 
and 5% significance levels. Remittance inflows are also affected by two and three 
quarters of lagged remittances.
The Lagrange-multiplier test for residual autocorrelation after VAR (Table 9) does 
not reject the null hypothesis that no autocorrelation appears in the residuals for any of 
the four orders tested. Thus, the VAR model in Table 8 is properly specified.
Table 9. Lagrange-multiplier test based on other criteria
Lag Test statistics P
1 2.6880 0.61132
2 0.8250 0.93506
3 2.0162 0.73277
4 3.5474 0.47071
Note: Author’s calculations.
The Granger causality test after VAR (Table 10) shows the null hypothesises that 
remittances do not cause REER and REER does not cause remittances are rejected at 
the 5% significance level. Hence, remittances cause REER and REER cause 
remittances.
Table 10. Granger causality test
Null Hypothesis Test statistics P
Remittances do not cause REER 7.9155 0.048
REER does not cause Remittances 13.921 0.003
Note: Author’s calculations.
3. Concluding remarks
We analysed the relationship between remittances and REER in the case of 
Tajikistan. The VAR model and Granger causality test were applied to logarithmic 
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differences of seasonally adjusted quarterly data. The estimate of the VAR model 
showed the inflow of remittances (in the previous quarter) appreciates REER (in the 
current quarter) and REER depreciation (in the past two quarters) increases the inflow 
of remittances (in the current quarter). The Granger causality test demonstrated the 
presence of causality from remittances to REER and from REER to remittances.
The impact of remittances on REER can be explained as the inflow of foreign 
currency increasing the demand for national currency, appreciating the REER 
temporarily. However, the impact of REER on remittances seems puzzling. The 
depreciating trend of REER can be explained by the remittance inflows into Tajikistan, 
which are associated with an increase in supply of national currency and increased 
imports. The increase in money supply and outflow of international currency cause 
REER to depreciate. The association between the depreciation of REER and the 
increase in remittances can be explained by a poor economic environment in the 
remittance-dependent economy of Tajikistan, an increase in the number of labour 
migrants and remittances, as well as changes in the macroeconomic fundamentals of the 
remittance-sending economy (Russia).
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児童虐待対策の変遷から見る未然予防の到達点と課題
竹原　幸太
１．課題設定
　近年、児童虐待事件を報道で見聞きする頻度が増え、2019年1月には千葉県
野田市で父親による小4女児の虐待死事件が起きた。昨年6月にも、東京都目
黒区で父親が5歳女児を死に至らしめた虐待死事件が起き、虐待予防に意識が
払われていた最中であったため、再び児童虐待問題の深刻化が報道で叫ばれた。
　それらの報道を辿れば、両ケースとも、以前、居住していた自治体（野田の
事件では沖縄、目黒の事件では香川）で虐待の疑いがあり、児童相談所等の専
門機関が関与していながらも、転居に伴い、情報・支援が途絶えた時に事件が
浮上しており、家庭内では夫から妻へのドメスティック・バイオレンス（以下、
DV）による暴力関係が存在していた共通点も確認できる。
　さらに、野田の事件では学校のいじめアンケートでの女児からの訴え（親か
らのいじめ）により、学校側が虐待の疑いを察知し、児童相談所へとつながっ
たのにも関わらず、児童相談所側は父親の激しい権幕を受け、学校側から提出
されたアンケートを見せてしまい、子どもを保護すべき児童相談所の不適切な
対応が勇気ある女児からの「SOSの声」を完全に閉ざしてしまったとも報じら
れた。
　こうしたことから、世間では、「保護されるべき子ども」を救えなかった児
童相談所をはじめとする専門機関・専門職、父親の暴力を傍観していた母親も
含めた保護者への厳しい批判が高まった。
　他方では、「自治体によっては、児童相談所の職員である児童福祉司は専門
性が高い職種であるのにも関わらず、一般行政職と同じく、一定期間で人事異
動してしまい、専門性が高められず、また職務も継承されないシステム上の問
題がある」、「急増する児童虐待問題に対して、職員が足りず、また今後、職員
数を増やしたところで、肝心の職員の専門性の担保が議論されておらず、量と
共に質を担保すべき」等の声も聞かれる。この点については、2016年児童福
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祉法改正において児童相談所の人員体制・研修体制の強化を掲げてはいたが
（川松2016：61-63）、その改善には時間を要しているのが現実である。
　以上のように、深刻な児童虐待事件を機に、百家争鳴の如く、虐待対応のあ
り方が議論されている。これはある種、衝撃的ないじめ、少年事件等が生じた
際、加害少年やその家族に厳罰等が求められるモラルパニック現象とも類似し
ているが（徳岡1997：126-173）、虐待ケースの場合、子どもが「加害者」で
はなく、「被害者」として位置づけられている部分は異なっており、少年法や
いじめ防止対策推進法等に比べて、「処罰」や「責任」よりも子どもが健やか
に成長発達していく「権利」保障が強調される分野でもある。
　そこで、本稿では今後の児童虐待対策を考える前提として、児童虐待に関す
る調査・研究の専門学会である日本子ども虐待防止学会等の議論に注目しなが
ら、第一にこれまで進められてきた虐待対策を概観し、その到達点と課題を整
理する。第二に虐待の未然予防に効果を上げている事例に注目し、今後の虐待
予防システムへの教訓を抽出し、最後に子どもの権利保障を基軸とする児童虐
待対策の今後の課題を整理する。
　なお、本来、児童虐待対策といった場合、虐待を未然に予防していく段階、
虐待が疑われて介入していく段階、虐待が認定されて親子を支援していく段階
に区分でき、虐待の未然予防から事後対応までを射程とするが、本稿では未然
予防に焦点を当てて考察する（1）。
２．児童虐待の社会問題化とその「対策」・「実態」
（１）児童虐待防止法制定までの歩み
　今日、児童虐待は無視し得ない社会問題との一つとされるが、そもそも、虐
待問題は今に始まった問題であるのかという素朴な疑問もある。
　「児童虐待（childabuse）」という用語自体は、20世紀初頭の児童救済運動
の中で使用され、1960年代以降、小児科医のケンプ（C.H.Kempe）の報告「被
虐待児症候群（Batteredchildsyndrome）」により概念化されてきたことが知
（1）虐待対策が親子分離に傾斜していることを踏まえ、筆者は別稿において事後支援のあり方として、
修復的正義（RestorativeJustice）にルーツをもつ親子再統合に向けたファミリーグループ・カン
ファレンスについて論じてきたので参照されたい（竹原2004、2012）。
49児童虐待対策の変遷から見る未然予防の到達点と課題
られている。とはいえ、「児童虐待」という用語が誕生する以前にも、古くは
貧困で子どもを育てられない子殺し、子売り等の形で虐待は存在していた。
　上野加代子は日本国内の児童虐待の発見過程を、①民間社会事業等による
「肉眼」による発見段階、②医学検査等によるレントゲンによる発見段階、③
虐待臨床による理論や虐待統計等に裏打ちされる相談とリスクによる発見段階
に分類している（上野2006：245-273）。
　先ず肉眼の発見段階として、明治期から原胤昭や山室軍平ら民間社会事業家
が親による子殺し事件等を目にして被虐待児保護に着手しつつ、諸外国の児童
救済運動にも学び、失業や貧困による児童売買、盛り場での児童労働等の防止
のため、1933年に児童虐待防止法が制定された。同時に被虐待児を保護する
施設として児童擁護協会により、東京西荻窪に「子供の家学園」（現在の児童
養護施設双葉園）が設置された。
　1933年児童虐待防止法は親権が絶対視された時代に、子どもの権利論を基
軸に子どもを救い出そうとする動きも生んだ。
　例えば、子供の家学園の園長であった高島巌は被虐待児を保護する際、親か
ら「子どもを返せ、他人の貴様が勝手なまねを」と胸ぐらをつかまれつつも、
「子どもは君の子どもであると同時に社会の子どもだ。君が子どもを大事にす
るようになれば、いつでも返してあげる。それまでは、社会を代表して、私が
世話をするのだ」と対応したことを戦後回想している（高島1954：193）。
　この回想からは、現在同様、専門職が家族を引き離す際に困難が伴うこと、
そして、その際には専門職が親権を適切に行使できない家庭に代わり、子ども
の権利擁護者（＝親権の代行者）となる自覚を持つ事の重要性が確認できる。
実際、戦後に高島は1951年児童憲章の策定過程にも参加し、子どもの権利擁
護に尽力した（2）。
　1933年児童虐待防止法は戦後に児童福祉法に吸収されて消滅するが、高度
経済成長以降の産業構造の変化に伴い、地域社会の地縁的関係が薄まり、また
核家族化も進み、社会全体で子どもを育てる関係性が後退する中で、親子心中、
不審な子どもの事故死等、何かしらの子育て困難状況からの死亡事例も表面化
（2）高島の戦前、戦中、戦後の活動については、竹原（2016）を参照されたい。
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した（児童虐待防止制度研究会1993：14-29）。
　さらに、国際的動向として、1989年に国連子どもの権利条約が採択され、
日本も1994年に批准すると、子育て困難による児童虐待に焦点を絞った立法
の必要性が議論され、2000年に新しく児童虐待の防止等に関する法律（通称、
児童虐待防止法）が制定されるに至った。
（２）2000年代の児童虐待防止「対策」
　児童虐待防止法制定以降、増加し続ける虐待問題を受け、未然予防を図るべ
く、2004年の同法改正で対象児童を「虐待を受けたと思われる児童」まで拡
大しつつ、子どもの面前でDVを行うことが子どもに心理的ダメージを与え、
発達に悪影響を及ぼすことから、これを心理的虐待とする虐待の定義変更を行
った。同時に同年の児童福祉法改正で、地域関係者間で虐待等を含め要保護状
態にある子どもの情報共有を行う要保護児童対策地域協議会を設置した。
　続いて、2007年の児童虐待防止法改正で親権者の意に反して一時保護する
職権一時保護や、児童相談所の保護者に対する一時保護、児童養護施設等の入
所施設への面会制限等を設けて親子分離を強化しつつ、2008年児童福祉法改
正では、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業を設けた。
　同事業では、虐待死亡ケース年間50～60件の内、約4割が0歳児のため、市
町村の保健師や助産師等が、乳児のいる家庭に訪問し、子育てが困難な要支援
家庭を早期に発見し、継続的な支援につなぐ早期介入のためのアウトリーチ型
サービスを整備した。乳幼児に対する虐待認定においては、「揺さぶられ症候
群（Shakenbabysyndrome）」も知られ始め、損傷した脳は、その後の発育に
悪影響を及ぼすとの研究報告から、医療機関では脳の画像診断（＝レントゲン
による発見）も導入された。
　しかし、乳児家庭全戸訪問事業は全国1741市町村の内、1702箇所で実施さ
れるも（厚生労働省「乳児家庭全戸訪問事業の実施状況調査」、実施率97.8％、
2016年4月時点）、同事業を拒否する家庭こそが困難ケースであるとの認識も
広がり、また、幼少期から親が一方的に「子どものために」と語り、勉強を無
理強いする「教育虐待」等、法律には定義されない大人の不適切な関わり（マ
ルトリートメント）も課題となった。
　そこで、2016年児童福祉法改正では、国連子どもの権利条約に即して、1条
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に子どもが当たり前に育っていく権利を明記し、「子どもの権利」擁護意識を
高めつつ、虐待予防体制として、虐待リスクに基づく早期相談体制を進めるべ
く、精神が不安定になりがちな妊産期から子育て期まで、福祉、医療、保健、
教育等が連携し、切れ目のない子育て支援を目指して、「母子健康包括支援セ
ンター（子育て世帯包括支援センター）」を設置するに至った（＝相談とリス
クによる発見）。
（３）虐待統計に見る暴力の連鎖構造の「実態」と虐待事件批判の功罪
　2000年代以降、児童虐待防止対策を強化してきたものの、重大な虐待事件
が生じる度に、「実態」に対して「対策」が上手く機能していないことが嘆か
れる。それでは、児童虐待の「実態」とは何かが鋭く問われる。
　一般的に、児童虐待の「実態」は児童相談所（全国208箇所）への児童虐待
の年間相談件数の推移と共に分析され、虐待が年々増加していることが指摘さ
れる。参考までに、2018年8月に厚労省が発表した2017年度の児童相談所へ
の児童虐待相談件数は13万3778件（速報値）となり、過去最高を更新してい
る（厚労省2018）。
　もっとも、これは虐待事件の報道を通じて、社会が虐待を発見しようとする
意識が高まり、以前は見逃されてきたケース（暗数）が表面化したものとの指
摘もあり（野村・上野2001）、事実、虐待の発見経路は警察54％に続き、近
隣・知人13％とあり、地域社会で虐待を発見しようとする意識は高まりつつ
ある。
　続いて、虐待の内訳に目を転じれば、虐待種別では心理的虐待が54％、身
体的虐待24.8％、ネグレクトが20％弱となっており、近年では以前トップであ
った身体的虐待よりも、心理的虐待が半数を占めていることが確認できる。
　この背景には、2004年児童虐待防止法改正の心理的虐待の定義変更に伴う、
面前DVによる心理的虐待の増加がある。すなわち、家族臨床でも指摘されて
きたように、虐待とDVが「家族病理」である「ファミリーバイオレンス」と
して浮上しており（Ackerman1958＝1965,1970、Pennell&Coss2010＝2012）、
冒頭示した虐待事件でも確認されたように、家族内での暴力関係の連鎖構造が
存在している。
　さらに、家庭内での暴力場面の目撃により、暴力を通じてコミュニケーショ
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ンをとることを学習してしまった子どもの中には、学校等での対人関係で暴力
をふるう子どももおり、少年事件を見た場合、「家庭の被虐待児」が「学校の
いじめ加害児・非行少年」となっていることも少なくない（竹原2017）。
　その証左として、非行少年が入所する少年院、児童自立支援施設の入所者の
半数以上に被虐待経験が確認され（法務省2001、厚労省2017）、暴力を起こす
前は家庭内で暴力を受けていた少年でもあり、「被害（被虐待経験）」と「加害
（いじめ・非行の加害経験）」が連鎖し、暴力構造が悪循環を生んでいることも
指摘されている（橋本2004）。
　この構図はDVを受け（被害経験）、夫の暴力的支配の前で沈黙して虐待に
加担（加害経験）していたと見なされる妻にもほぼ同様に当てはまる。つまり、
虐待統計を見る場合、虐待相談件数等の全体傾向の「実態」把握も重要ではあ
るが、DVや非行等とも照らしながら、暴力がさらなる暴力を生み出している
悪循環の「実態」をも捉えることが肝要であろう。
　そのような見地から、近時の虐待事件をめぐる世論を分析すれば、家族支援
の主軸となる児童相談所等への激しい批判は、家族と向きあう専門職のパワー
を奪ってしまうのみならず（＝バーンアウトの誘発）、児童相談所勤務が「き
つい」とのイメージを強固に植え付け、その担い手を減少させてしまい兼ねず
（＝児童相談所ブラック職場のイメージ化）、また虐待が生じた家族への批判は、
再び子どもと向きあっていく親のパワーをも奪いかねない（＝親・家族の犯罪
化）。
　仮に、「子どもを何とか保護したい」との思いが専門機関・専門職、親批判
へと向かっているとするならば、その「正義感」がさらに虐待問題にかかわる
人々を追い込み、事態を悪化させるリスクがあることにも鑑み、先ずは虐待の
「実態」を正しく読み解くリテラシーが求められる。
（４）「実態」を踏まえた虐待「対策」の意図せざる逆機能？
　虐待臨床の立場からは虐待による暴力の連鎖構造の「実態」も明らかにされ、
上述のように虐待問題の早期発見・早期介入を目指した虐待「対策」にも磨き
がかけられてきた。
　例えば、厚労省は2005年より「子どもの虐待死亡事例の検証結果」を追跡
調査しており（2018年まで14次報告）、それらの報告から、虐待者は母親が多
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く、「妊婦健康診査未受診」、「望まない妊娠」、「若年（10代）妊娠」等の問題
が重なっていることが明らかにされた。
　これを受け、日本子ども虐待防止学会においても、医療、保健、福祉領域で
虐待リスク因子の調査が進み、若年層の「望まない妊娠」や「未受診妊娠・飛
び込み出産」、「周産期の養育者の精神的不調」、「精神疾患」、「母子健康手帳の
未発行」、「不自然な怪我や火傷」等が虐待のリスク因子として指摘され（杉
下・栗原・塩之谷2011、橋本・谷・二宮2014、立花・小泉・樽井2016）、妊産
期から子どもを生み育てる環境が不安定なケースで、子ども虐待の発生リスク
が高まっていることが明らかにされ、リスクアセスメントを通じた虐待の早期
発見・早期介入の意義が議論されてきた。
　こうした実証調査を通じて浮き上がった虐待「実態」を踏まえ、妊娠期から
の切れ目のない子育て支援を通じた虐待「対策」は問題の「対症療法」から
「根治」を目指す段階へと到達したようにも見える。
　一方で、上野加代子は、アメリカでは虐待臨床に従事していたソーシャルワ
ーカーのリーロイ・ペルトン（L.H.Perton）から、児童虐待ケースの大多数は
貧困や失業に伴う生活困難状況が基因となっているため、家族には専門機関に
よる治療的支援や自助グループへの参加努力を求めるより前に、住宅対策や失
業対策等の社会政策に厚みを持たせることを優先すべきとの反論が出されてい
たことを紹介し、虐待を家族病理の「こころ」の問題（医療・心理モデル）か
ら「社会」の問題へと捉え直すべきことを指摘した（上野2006：4-6）。
　その上で、日本の児童虐待対策も家族の「ニーズ」に基づく対策よりも「虐
待のリスク」に基づく対策へとシフトし、児童福祉が「子どもの福祉」ではな
く、「親を統治する手段」に変容しつつあることを警告している（上野2016）。
　上野の指摘のように、日本でも2013年厚生労働省「国民生活基礎調査」に
おいて、国民全体の16.1％（6人に1人）が「相対的貧困」状態にあり（18歳
未満の子どもの貧困率は16.3％）、しかも、ひとり親世帯に子どもの貧困率
（54.1%）が高いことが確認され始めた（原2016）（3）。
（3）例えば、真冬の深夜に川で泳がされた後、18歳の少年にカッターで中1男子少年（当時、不登校状
態）が殺害された川崎事件では、なぜ被害少年の親が深夜徘徊を見逃していたのか等の批判もあっ
た。しかし、被害少年はひとり親家庭であり、母親は少年を育てるために夜間も必死に働き、その
姿を見た少年も母親に心配をかけまいと振る舞っていたことで、母親から少年の状況が見え難くな
54
　そこで、同年、子どもの貧困対策の推進に関する法律（通称、子どもの貧困
対策推進法）が制定され、日本子ども虐待防止学会第23回学術集会（2017年
12月開催）でも「支援される側」の視点からの支援が検討され、虐待と貧困
との関連も議論されてきた（毎原2018）。
　しかし、総じて言えば、子育て支援や就労支援に厚みをもたせる議論は時間
も予算も労力もかかり、虐待リスク因子に基づく「対策」が優先されてきた。
すなわち、上野の議論を援用すれば、虐待リスク因子に基づく「対策」ばかり
に力点が置かれた場合、虐待と貧困の関係を見え難くさせ、安上がりで臨床現
場に過酷な努力を強いる対策を加速させる「意図せざる逆機能」をもたらさな
いかが懸念される。
　このように考えれば、虐待リスク因子に基づく虐待対策（＝ミクロ領域の援
助体制）に加えて、社会政策に立脚した虐待対策（＝マクロ領域の援助体制）
にも目を向け、虐待対策をも視野に入れた子育て支援や就労支援等の社会保
障・社会政策の充実を図るためのソーシャルアクションが長期的には求められ
る。
　そうしたことを自覚しつつも、以下では、現在の限られた条件において、リ
スク因子に基づいた虐待未然予防の実践も概観し、その教訓を抽出すこととす
る。
３．児童虐待の未然予防の効果的事例の検討
（１）「気がかりな所見」を共有する組織の設置
　虐待リスク因子は虐待発生の可能性を示したものに過ぎず、思わぬ偏見を生
まないよう、家族に内在する「レジリエンス（回復力）」に注目することが基
本ではあるが（宮地2016）、近年、虐待リスク因子を踏まえて、「気がかりな
所見」を早期にキャッチし、関係者間で情報共有しながら、虐待未然予防に取
り組んだ事例も報告されている。
　例えば、富山県立中央病院救命救急センターでは、月40件ほど、幼児の転
り、悲惨な結果を招いたとされる（竹原2017：15-16）。このようなケースで母親の「ネグレクト」
により、少年が「非行」を起こしたと結論付けて批判するのは早急であり、問題の根本には、ひと
り親家庭の貧困に伴う子育て困難状況が確認される。
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落による骨折や頭部外傷、車内の長時間放置等、不適切な養育（マルトリート
メント）が疑われるケースを受理していた。
　これらのケースの内、虐待ケースが混在している可能性があり、虐待の早期
発見を行うべく、要保護児童対応委員会を発足し、「気がかかりな所見」を電
子カルテ上で共有し、所見に基づく対応マニュアルを策定するに至った（柿
沢・岡本・松井2011）。　
　具体的には、電子カルテ上に要保護共有画面として、養育者の精神状況、児
童の体重等を記載し、将来、虐待に至る可能性の高い母子に関する「気がかり
児童・妊婦・母子リスト」と共に、事故による熱傷、骨折等のケースで、受診
に至る経緯説明や養育者の態度を記録する「要保護・乳幼児・学童の外傷・熱
傷アセスメント表」を作成し、上記の「気がかりな所見」を記載すると点滅す
るシステムを構築した。
　このように電子カルテ上で「気がかりな情報」を共有し、養育者の不自然さ
や定期受診の中断がないか等、経過観察できるようにし、小児科、産科の医師、
看護師、臨床心理士等で構成される要保護児童対応委員会を中心に虐待が疑わ
れるケースについての定期的な院内研修を実施した（研修に参加した約6割の
看護師は気がかり経験有）。その後、2010年7月～2011年2月までの期間の「気
がかり児童・妊婦・母子リスト」では妊婦・母子が約50％を占め、これらの
ケースの内、虐待リスクが高い場合は、病院側から地域の保健師への定期訪問
を依頼する体制となった。
　上記の事例からは、医療、看護、心理等の他職種の観点を重ね、虐待の早期
発見に向けた組織的対応を整備しつつ、必要に応じて地域の関係機関と早期に
つながりながら、効果的な虐待対応が展開されたことが確認できる（4）。
（２）地域社会での切れ目のない子育て支援と虐待予防
　次に、地域社会での継続的な子育て支援において、虐待リスクが早期に発見
され、早期支援につながった事例として、浦安市子育てケアマネージャー制度
が注目される。
（4）都内医療機関を対象とした虐待対応調査においても、虐待が疑われるケースへ直面した際、「通告
に躊躇する」、「どこと連携すべきが迷う」等の課題があり、虐待対応を組織的に行う院内対応組織
の設置や虐待対応マニュアルの策定が増加傾向にあることも報告されており（宮本・中板・曽根
2012）、今日、医療機関内で虐待対応組織・対応マニュアルの策定はスタンダードになりつつある。
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　浦安市では、学齢前の子どもを持つ若い核家族世帯やひとり親世帯が増加す
る中、身近に子育て相談できる相手がいなく、子育て困難状況に陥ることを予
防するため、2008年より独自に子育てケアマネージャー制度を導入した。
　子育てケアマネージャーは、市が開催する「子育て・家族支援者養成講座」
の3級（一時預かり、ファミリーサポート、保育園時間外職員等を対象）及び
2級（派遣型・訪問型一時保育等の従事者を対象）を修了し、さらに「子育て
ケアマネージャー養成集中講座」を修了した者が認定され（NPOあい・ぽー
とステーションHP）、子育て支援センターと市役所の子育て総合窓口で電話相
談や来所による相談を行っている。
　子育てケアマネージャーは高齢者福祉分野のケアマネージャー同様、保護者
の子育て相談に寄り添い、必要なニーズに応じて関係機関を紹介しつつ、継続
的に子育てを支援していく仕組みとして全国的にも注目され、2009年には
NHK福祉ネットワークでも取り上げられた。
　同番組では、子どもに愛情を感じられず、抱きしめることができない、既に
虐待しているのではといった、親からの切実な相談に子育てケアマネージャー
が丁寧に寄り添う様子や、子育て相談のスキルアップを図るため、子育て支援
を専門とする大学教員（大日向雅美）を迎えたスーパービジョンの様子が紹介
された。
　こうした活動を通じて、精神的に不調となっていた親等への早期支援に効果
を上げ、2014年には、妊娠中から妊婦の不安や心配事等の相談にのり、出産
後の子育て支援をカバーするため、子育てケアプラン制度が開始された。
　同制度では、子育てケアマネージャーと保健師とが連携して、（1）妊娠時、
（2）出産前後、（3）1歳の誕生日前後の3回、子育てケアプランを作成する等、
妊産期からの切れ目のない継続的な子育て支援が展開されており（浦安市HP）、
近年では自治体が妊娠期から出産、就学前までの間、母子とその家族を支援す
る拠点事業であるフィンランドのネウボラの日本版の一例としても注目されて
いる（余田2015）。
　上記の事例からは、地域社会での切れ目のない子育て支援を整備することで、
子育て困難状況を早期に発見しつつ、継続的な支援へとつなげていることが確
認できる。
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（３）虐待の未然予防を図る上での共通点と教訓
　以上の事例・調査等を見た場合、虐待の早期発見・介入に効果を上げている
事例に共通しているのは、①職場内で「気がかりな症状」を情報共有できる組
織を設け、②医療、社会保障等の複合的なニーズを各組織で役割分担する関連
機関との連携体制を構築していることである。
　複合的な背景から生じる虐待ケースにおいて、チーム支援、多職種連携が求
められるのは当然であるが、複数の職種、機関が連携しながら支援を構築して
いくことは、一組織、一個人にのみ支援の責任を負わせることを回避する上で
も有効である。
　ともすれば、虐待対応は児童相談所をはじめとする中枢機関に責任が求めら
れがちであるが、上述したように虐待は複合的な要因が絡み合って浮上してお
り、対応方針の決定は困難を極め、責任を一箇所に求めるのは酷であるばかり
でなく、支援者のバーンアウトも誘発し得る。
　児童福祉施設職員のバーンアウト予防においても職場内でのチームワークの
必要性が指摘されているように（畠中2013：121-122）、専門職のバーンアウ
ト予防の観点からも、虐待対応において組織的対応が求められる。
４．まとめと今後の課題－「体罰によらないしつけ」の創造
　以上、本稿ではこれまでの児童虐待「対策」を辿り、虐待の「実態」をいか
に見るべきかを概観しつつ、今現在、虐待の未然予防に効果を上げている事例
からその教訓を抽出した。そこでは、複合的な要因が絡み合って生じる虐待ケ
ースを早期に察知して予防していくには、「気がかりな点」について複数の所
見を交わしながら、各専門機関・専門職の役割分担によるチーム支援が求めら
れ、またそれが専門職のバーアウト予防にもつながることを確認した。
　それと同時に、貧困と虐待との関連を指摘する研究にも目を向け、長期的に
は「支援を受ける側」の視点に立脚し、子育て支援、就労支援等を含めた社会
保障・社会政策に厚みを持たせることが求められ、ミクロ、マクロの両レベル
からの虐待対策が求められていることも確認した。
　最後に本稿では立ち入れなかったが、より根源的な虐待対策としては、「体
罰によらないしつけ」をスタンダード化することが急務である。この点につい
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ては、日本政府が国内の子どもの権利条約の実施状況をまとめて国連に提出し
た第4・5回実施報告書（2017年6月提出）を受け、国連子どもの権利委員会
が2019年2月の日本への勧告で、虐待等の暴力が高い頻度で報告されているこ
とに鑑み、体罰の全面禁止を求めた点を重く受け止める必要がある。
　これまで、日本では虐待問題をめぐり、「最近の子育ては甘い、以前は悪い
ことをしたら殴られてしつけられた」との言説も根強く存在し、「殴ってしつ
けられた経験」を肯定して世代間伝達される側面があった。今後は、「殴って
しつけられた経験」を肯定するのではなく、「殴ることによらないしつけ」の
あり方を創造していくことが求められ、子どもが安全に生活する権利の観点か
ら暴力を否定し、暴力状況から「SOSの声」を上げること引き出すCAP（Child
AssaultPrevention）等、スクールソーシャルワーク事業やチーム学校論とも
関連付けた学校での暴力予防教育の検討も必要である（5）。他日を期したい。
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小野　英一
１　はじめに
　1990年代以降、バブル崩壊後の長期の経済低迷を経て自治体財政は悪化し、
厳しさを増している状況にある。自治体においては、地方税の減収など歳入が
減少する一方で、行財政需要の多様化・高質化、義務的経費の増加などにより
歳出は増加し、逼迫する財政状況のもとで困難な行財政の舵取りを余儀なくさ
れている（出井［2015c］）。
　こうした中、自治体において喫緊の課題となっているのが財政の健全化であ
る。2009年4月には、健全化判断比率の公表等、財政状況を統一的な指標で明
らかにし、財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な対応を取るための「地方
公共団体の財政の健全化に関する法律」が全面施行された。同法律は、全ての
自治体が法定されたルールで明確な基準により早期に健全化を図っていくこと
を目指したもので、これにより常に行政、議会、住民がそれぞれ財政をチェッ
クし破綻を未然に防ぐことが期待されている（兼村［2008］）。
　各自治体では様々な財政分析が行われているところであるが、財政分析にお
いて大きな課題となっているのが総合的な財政分析である。財政には多くの
様々なデータ・指標が存在するが、それらの様々なデータ・指標をもとにいか
に総合的な財政分析を行うかということが課題となっているのである。財政指
標の総合化、総合指標についての研究もこれまで取り組まれてきている。
　そして、多くの様々なデータ・指標が存在する中で財政全体について分析す
るためには、多くの変数間の関係を分析する多変量解析の手法が有効である。
多変量解析とは、多くの変数間の関係を分析する統計手法であり、変数の数を
縮約したり、多くの変量に潜む構造を発見したりすることにより、変数の総合
化や指標化を図るものである（照井［2008］）。多変量解析により総合的な財政
分析の可能性が広がることが期待される。しかしながら多変量解析による総合
的な財政分析については、事例が非常に限られている状況にある。
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　以上を踏まえ、本稿では、多変量解析の手法を用いて新潟県内市町村につい
ての総合的な財政分析を行う。具体的には、新潟県内市町村の財政指標データ
を用いて多変量解析の一つである主成分分析を行い、それをもとに考察を行う。
２　新潟県内市町村の財政指標データの主成分分析
　（1）財政指標の総合化と主成分分析について
　本稿において分析に用いる主成分分析とは、高い次元のデータを情報をでき
るだけ失うことなく少数の次元へ要約する多変量解析の手法の一つである。観
測変数を合成してデータの持つ情報をよく説明できる新たな合成変数を作る主
成分分析は、「財政指標の総合化」（小西［2004］）をもたらすものである。一
般に観察すべき変数が多くなると、記述統計やグラフによる分析ではデータの
持つ特徴を把握することが難しくなるが、このようなケースで主成分分析が力
を発揮する（畑農［2009］）。主成分分析により様々な財政指標データを合成変
数に総合化する、すなわち財政についての総合指標を作ることができるのであ
る。財政データを新しい視点で捉えるともいえる。
　これまでの財政指標の総合化についての先行研究には、小西［2004］と、小
西［2004］を踏まえてさらに自治体財政データの調査分析を行った関西社会経
済研究所［2005］があるが、財政指標を総合化し総合指標を析出する際の各指
標のウェイトの数値については客観的な根拠が乏しいといった問題があった。
小西［2004］もこの点について認識しており、「ウェイトの付け方には決まった
方法や論理があるわけではなく、アドホックにウェイトを与えることとなる」
と述べている（p.323）。財政指標の総合化における各指標のウェイトを計算等
の客観的な手法で算出するという課題が残されていたのである。
　このような中で、出井・小野［2014］および小野［2015］では山形県内市町村
の財政指標データを用いて、主成分分析という客観的な手法により財政指標の
総合化、総合指標の析出が行われた。本稿は同様に主成分分析の手法を用い、
新潟県内市町村の財政について分析を行うものである。新潟県においては、合
併が庄内地域の一部市町村に限定された山形県と異なり多くの市町村で合併が
進んでいること、また、原子力関連施設立地市町村など山形県内市町村には見
られない地域特性を有する市町村が存在することなど、山形県内市町村にはな
65主成分分析による自治体財政の総合的分析　─新潟県内市町村の財政指標データをもとに─
い要素を有している。こうした点にも着目しながら分析を行いたい。
　（2）分析で用いる財政指標データについて
　本稿では新潟県内市町村の主要財政指標である「財政力指数」、「経常収支比
率」、「実質公債費比率」、「将来負担比率」、「地方債現在高比率」、「積立金現在
高比率」の財政指標データを用いて主成分分析を行う。用いるデータは直近の
公表決算値データである2017年度決算値である。
　ここで本稿の分析で用いる各財政指標について概説する（総務省［2019］）。
　「財政力指数」とは、自治体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準
財政需要額で除して得た数値の過去3年間の平均値である。財政力指数が高い
ほど財源に余裕があるといえる。
　「経常収支比率」とは、自治体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、
この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見る
ものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表している。
　「実質公債費比率」とは、当該自治体の一般会計等が負担する元利償還金お
よび準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率である。借入金
（地方債）の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程
度を示す指標ともいえる。
　「将来負担比率」とは、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係る
ものも含め、当該自治体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財
政規模を基本とした額に対する比率である。将来財政を圧迫する可能性の度合
いを示す指標ともいえる。
　「地方債現在高比率」と「積立金現在高比率」については以下のとおりである。
「地方債現在高」とは過去に発行された地方債の未返済の地方債の現在高であ
り、「積立金現在高」とは将来の財政需要に備えて基金に積み立てられた積立
金の現在高である。この「地方債現在高」および「積立金現在高」の標準財政
規模に対する割合が「地方債現在高比率」および「積立金現在高比率」である
（衣笠［2013］）。「地方債現在高」と「積立金現在高」については「借金」と「貯
金」と考えられ（稲沢［2013］）、過去の実績、現状、将来の計画という長期的
視点で捉える必要がある。「地方債現在高比率」と「積立金現在高比率」の分
析については「長期的な分析視点」（出井［2004］）という性質があるのである。
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　本稿ではこの六つの主要財政指標により自治体財政の総合的分析を行う。
　（3）財政指標データの主成分分析
　新潟県内市町村の「財政力指数」、「経常収支比率」、「実質公債費比率」、「将
来負担比率」、「地方債現在高比率」、「積立金現在高比率」の財政指標データ
（2017年度決算値）を用いて主成分分析を行い、自治体財政に関する情報を縮
約した。固有値が1以上の主成分は第2主成分までであり、累積寄与率は第1
主成分までで58.35％、第2主成分までで75.51％である。主成分分析の結果、
主成分負荷量は表1のとおりである。
　第1主成分の主成分負荷量を見ると以下の点が指摘される。「財政力指数」
が－0.459と強い負、「経常収支比率」が0.778とかなり強い正、「実質公債費比
率」が0.882とかなり強い正、「将来負担比率」が0.775とかなり強い正、「地方
債現在高比率」が0.817とかなり強い正、「積立金現在高比率」が－0.800とか
なり強い負になっている。このことから、「財政力指数」および「積立金現在
高比率」が小さいほど、また「経常収支比率」、「実質公債費比率」、「将来負担
比率」、「地方債現在高比率」が大きいほど、第1主成分の主成分得点は大きく
なるため、第1主成分は「財政の総合的な悪さ」を表すといえる。この第1主
成分を反対に見ることにより「財政の総合的な良さ」を表すこととなる。
　第2主成分の主成分負荷量については、「財政力指数」が0.837とかなり強い
正、「経常収支比率」が0.452と強い正、「将来負担比率」が0.313とやや強い正
になっている。以上を踏まえれば第2主成分については「財政力があるものの
財政の弾力性と将来的な健全性は低い」を表すといえる。
表1　主成分負荷量
第1主成分 第2主成分
財政力指数 -0.459 0.837
経常収支比率 0.778 0.452
実質公債費比率 0.882 -0.032
将来負担比率 0.775 0.313
地方債現在高比率 0.817 -0.126
積立金現在高比率 -0.800 0.099
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　各自治体における「第1主成分」および「第2主成分」の主成分得点が表2
である。「第1主成分」を縦軸に、「第2主成分」を横軸にとって主成分得点を
プロットした散布図が図1である。刈羽村、湯沢町、聖籠町の3自治体が他と
は異なる財政構造にあることがみてとれる。
表2　各自治体における主成分得点
自治体 第1主成分 第2主成分
1 新潟市 0.805 1.055
2 長岡市 -0.010 0.406
3 三条市 1.096 0.771
4 柏崎市 0.371 0.705
5 新発田市 0.046 -0.081
6 小千谷市 -0.394 -0.238
7 加茂市 0.780 0.826
8 十日町市 0.754 0.015
9 見附市 0.063 0.355
10 村上市 0.444 -0.095
11 燕市 0.760 0.705
12 糸魚川市 0.760 0.197
13 妙高市 -0.877 -1.363
14 五泉市 0.126 -0.454
15 上越市 0.553 0.671
16 阿賀野市 0.555 0.105
17 佐渡市 0.739 -0.466
18 魚沼市 -0.408 -1.076
19 南魚沼市 0.988 0.338
20 胎内市 0.994 0.968
21 聖籠町 -1.015 1.947
22 弥彦村 0.100 -0.466
23 田上町 -0.494 -0.981
24 阿賀町 0.647 -0.403
25 出雲崎町 -0.718 -1.569
26 湯沢町 -1.220 1.239
27 津南町 -0.354 -1.461
28 刈羽村 -3.948 1.727
29 関川村 -0.274 -1.296
30 粟島浦村 -0.869 -2.082
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　「財政の総合的な良さ」を表す第1主成分の主成分得点、すなわち財政の良
さについての総合指標に着目する。各自治体の第1主成分の主成分得点につい
て、昇順で並べたものが表3である。主成分得点の値が小さい方が「財政の総
合的な良さ」が大きいこととなり、主成分得点を昇順に並べることにより「財
政の総合的な良さ」の順位となる。
　第1主成分、すなわち「財政の総合的な良さ」を表す主成分において主成分
得点を算出した結果、刈羽村、湯沢町、聖籠町が特に大きく上位となった。
　新潟県内の自治体間格差についての分析が行われた田村［2007］では「新潟
県内の市町村の中で、湯沢町、聖籠町、そして刈羽村は財政的には別格であ
る」と論じられている（p.164）。しかしながら、その論拠として述べているも
のの中で、客観的な数値による論拠は「財政力指数」のみである。本研究にお
いて、「財政力指数」のみならず、多変量解析による複数の財政指標データの
総合的分析により、新潟県内市町村の中で、刈羽村、湯沢町、聖籠町が「財政
の総合的な良さ」において特に大きく上位にあるという点が確認された。
　出井［2015a］によれば、原子力関連施設、観光・リゾート地、臨海工業地域
図1　主成分得点の散布図
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表3　各自治体における第1主成分の主成分得点（昇順）
自治体 第1主成分
1 刈羽村 -3.948
2 湯沢町 -1.220
3 聖籠町 -1.015
4 妙高市 -0.877
5 粟島浦村 -0.869
6 出雲崎町 -0.718
7 田上町 -0.494
8 魚沼市 -0.408
9 小千谷市 -0.394
10 津南町 -0.354
11 関川村 -0.274
12 長岡市 -0.010
13 新発田市 0.046
14 見附市 0.063
15 弥彦村 0.100
16 五泉市 0.126
17 柏崎市 0.371
18 村上市 0.444
19 上越市 0.553
20 阿賀野市 0.555
21 阿賀町 0.647
22 佐渡市 0.739
23 十日町市 0.754
24 燕市 0.760
24 糸魚川市 0.760
26 加茂市 0.780
27 新潟市 0.805
28 南魚沼市 0.988
29 胎内市 0.994
30 三条市 1.096
注）網掛け部分については「平成の合併」1）における合併市町村
1）1999年度から2004年度までは合併特例債などの手厚い財政支援措置により、また、2005年度から
2009年度までは国・都道府県の積極的な関与により推進され、2010年3月をもって「一区切り」と
なった市町村合併を「平成の合併」という（総務省[2010]）。「平成の大合併」とよばれることも多
い。
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を有する市町村については、それらからもたらされる固定資産税の税収効果が
大きいという財政構造上の特徴がある。刈羽村、湯沢町、聖籠町については、
まさにそれぞれ原子力関連施設、観光・リゾート地、臨海工業地域を有してお
り、このような財政上の強みとなる地域特性を有している自治体が「財政の総
合的な良さ」の大きい自治体となっているということである。
　刈羽村は「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において第1位であった。
刈羽村については、東京電力の柏崎刈羽原子力発電所を有しており、当原子力
関連施設に課税される固定資産税の地方税収がもたらす影響がある。刈羽村の
2017年度の地方税収入は2,414,081千円であるが、うち固定資産税収入は
2,053,262千円にものぼり、地方税収入に占める割合は85.1％である。特に刈羽
村においては他を離しての第1位となっており、原子力関連施設の税収効果が
いかに大きいかが分かる。
　湯沢町は「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において第2位であった。
湯沢町については、日本有数の観光・リゾート地であり、多くの観光・リゾー
ト・施設に課税される固定資産税の地方税収がもたらす影響がある。湯沢町の
2017年度の地方税収入は3,755,369千円であるが、うち固定資産税収入は
2,914,267千円にものぼり、地方税収入に占める割合は77.6％である。
　聖籠町は「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において第3位であった。
聖籠町については、工業港である新潟東港を有しており、当地域の諸施設に課
税される固定資産税の地方税収がもたらす影響がある。聖籠町の2017年度の
地方税収入は4,379,172千円であるが、うち固定資産税収入は3,282,720千円に
ものぼり、地方税収入に占める割合は75.0％である。
　また、市町村合併に着目すると、「財政の総合的な良さ」を表す主成分得点
において、合併市町村の大半が下位を占め、反対に非合併市町村については大
半が上位を占める結果となった。なお、刈羽村、湯沢町、聖籠町も非合併市町
村である。
３　おわりに
　本稿では、新潟県内市町村の財政指標データを用いて、多変量解析である主
成分分析を行い、自治体財政の総合的分析を行ってきた。
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　本稿で得た主な知見は以下のとおりである。新潟県内市町村の財政指標デー
タの主成分分析より、「財政の総合的な良さ」を示す主成分を析出した。そし
てその主成分得点、すなわち財政の良さについての総合指標を算出した結果、
刈羽村、湯沢町、聖籠町が「財政の総合的な良さ」を示す主成分得点において
特に大きく上位となった。刈羽村、湯沢町、聖籠町については、それぞれ原子
力関連施設、観光・リゾート地、臨海工業地域と、財政上の強みとなる地域特
性を有しており、これらの地域特性からもたらされる固定資産税の収入が大き
い財政構造にある。また、非合併市町村の方が合併市町村よりも「財政の総合
的な良さ」を示す主成分得点が高い傾向にあることが明らかになった。
　自治体財政の健全化のためには、財政分析を絶えず高度化させながら、分析
を積み重ねていくことが重要である。本稿では多変量解析の一つである主成分
分析の手法を用いて新潟県内市町村についての総合的な財政分析を行ったとこ
ろであるが、総合的な財政分析については、他にも様々な分析手法の可能性が
考えられる。加えて分析事例もさらに蓄積させる余地が残されている。以上に
ついては今後に残された課題である。
　自治体財政の健全化に向け、研究と実務の両方において、自治体財政の総合
的分析のさらなる進展が期待される。研究における進展については筆者に課せ
られた課題でもある。
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の動向（1）」『判例地方自治』442号,pp.103-106
斉藤徹史「市町村アカデミー・コーナー（No.363）入札契約制度の理念と改革
の動向（2）」『判例地方自治』444号,pp.111-114
倉持 一（准教授）
HajimeKuramochi,2019,TheGradualMaturingofJapaneseCSR:Highlights
fromtheTokyoFoundation’sFifthCSRSurvey,TheTFPRResearch
Paper.
玉井 雅隆（准教授）
［研究論文］
玉井雅隆「CSCE・OSCEプロセスにおける移民と難民─家族の再結合問題・
移民労働者に焦点を当てて─」『東北公益文科大学総合研究論集』第
35号別冊,pp.13-26
玉井雅隆「「ウィーンの東」と「ウィーンの西」─OSCEにおける分断とその
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要因」『グローバル・ガバナンス』第5号,pp.22-44
玉井雅隆「マイノリティの権利と「争点化」─朝鮮学校学費支援問題を例とし
て─」宮脇昇（編）『国際関係の争点』志学社,pp.83-100
玉井雅隆「北極海航路とエネルギー安全保障」『JournalofEnergySecurity』
vol.1,pp.8-25
［研究ノート］
玉井雅隆「海外インターンシップ制度に関する考察─日本文化とインターン
シップ」『東北公益文科大学総合研究論集』第35号別冊,pp.135-140
小野 英一（准教授）
［著書］
小野英一（共著）「自治体における閉鎖型任用システムと「開放性」」大谷基道・
河合晃一編『現代日本の公務員人事─政治・行政改革は人事システム
をどう変えたか』第一法規,第6章
樋口 恵佳（講師）
［論文］
樋口恵佳「国際法における『相当の注意（duediligence）』概念の形成過程：
18-20世紀の学説の検討を中心に（3・完）」『法學:the journalof law
andpoliticalscience』（東北大学）,82巻6号,pp.654-696,2019年2月
樋口恵佳「国際法における『相当の注意（duediligence）』概念の形成過程：
18-20世紀の学説の検討を中心に（2）」『法學:the journalof lawand
politicalscience』（東北大学）,82巻5号,pp.538-582,2018年12月
樋口恵佳「国際法における『相当の注意（duediligence）』概念の形成過程：
18-20世紀の学説の検討を中心に（1）」『法學:the journalof lawand
politicalscience』（東北大学）,82巻3号,pp.57-94,2018年8月
［研究ノート］
藤井麻衣,前川美湖,樋口恵佳「持続可能な開発目標14（海洋）達成に向けた施
策に関する国際動向と主要国における施策実施状況の比較分析：日仏
米を例として」『日本海洋政策学会誌8（創立10周年記念号）』pp.49-
77 
70,2018年11月
［その他］
樋口恵佳「第2部世界の動き」『海洋白書2019』pp.180-199,2019年3月
樋口恵佳「第2章 第3節「１ 海洋の総合管理」」『海洋白書2018』pp.44-47,
2018年4月
角田智彦,樋口恵佳「第1章第1節「１持続可能な開発目標（SDGs）への流れ」」
『海洋白書2018』pp.6-8,2018年4月
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投　　稿　　要　　領
１．資　　格
　学内の研究者（本学に所属しているもの）
２．締　　切　（入稿日）
　夏号は4月20日、冬号は11月20日。
３．内　　容
　⑴ 　研究論文。日本文は400字詰め原稿用紙×80枚分（32,000字）以内で、
200語程度の英文要旨添付も可。英文は10,000語以内で、200字程度の日
本語要旨添付も可。
　⑵ 　研究ノート。形成途上にある研究・研究覚書き、資料紹介など、400字
詰め原稿用紙×50枚分（20,000字）以内。
　⑶ 　書評。10,000字以内。
　⑷ 　読書案内。3,000字程度。
　⑸ 　本学教員が主催する学術的シンポジウム及び座談会等の記録。20,000字
以内。
　以上、未発表のものにかぎる。
４．要　　領
　⑴ 　縦書き、横書き自由。
　　　35字×30行＝1,050字
　　　英文の場合の1ページ字数　約380ワード
　⑵ 　プリントされた原稿1部、ならびに機種・ソフトを明記した電子媒体ま
たはメールで提出。手書き論文不可。
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　⑶ 　「研究論文」、「研究ノート」などの範疇を明示。
　⑷ 　日本文は1頁の字数×紙数、英文はおなじく語数×紙数を明示。図表も
紙数にふくめる。
５．提 出 先
　〒998-8580　酒田市飯森山3-5-1　東北公益文科大学論集編集部会
　なお、部会委員は呉衛峰（部会長）、渡辺暁雄、佐藤昭洋、浦山恭子（事務
局）、田畑光佑（事務局）。
６．採　　否
　審査後に採否を連絡する。条件を付しての採択もある。原稿ならびに電子
媒体は、採否にかかわらず返却しない。
７．電子化及び公開
　⑴ 　総合研究論集を電子化し、ウェブ･サイトに公開する。
　⑵ 　上記に関して、論文等投稿者は、許諾すること。
　⑶ 　ただし、電子化を許諾しない特段の理由を有する場合には、投稿の際に、
編集部会長に理由書を提出すること。
『華文俳句選』　──瞬間を詠む中国短詩型の実験（1）
書評
『華文俳句選』
 
──瞬間を詠む中国短詩型の実験
呉
　
衛峰
　
昨年の秋、筆者は本誌に中国語二行俳句の実験を紹介し分析する論文を投稿した
。
１
それから間もなくの１２月、実験
の結晶として、 『華文俳句選』が台北で秀威出版から上梓された。　
本書は洪郁芬（台湾の女流詩人、俳人） 、郭至卿（台湾の女流詩人） 、趙紹球（在台湾マレーシア詩人） 、永田満徳（日
本の俳人） 、そして筆者の五人による共著である。体裁としては、共著者五人の２０首ずつの二行俳句が中心になるが、中国語と日本語の対訳の形を取っている。もっとも、永田の俳句は日本語で創作されたものが、中国語訳されている。　
本書の巻頭には、東京大学名誉教授の川本皓嗣氏および台湾の著名な日本文学研究家である林永福氏による二つの序
文が寄せられている。川本氏は序文（本書では中国語訳のみが掲げられている）中、俳句の国際化を紹介したのち、本書について、
本書の作者たちは、現代中国語で「華文二行俳句」の創作を試みている。季語のある二行書きで、俳句の「切れ」と「取り合わせ」を取り入れて、五七五の定型にこだわらず、俳句美学の本質を中国語で表現しようとしているらしい。一年間 試行錯誤もあったようだが、創作者と読者が今後、どんどん増えていくことを願っている。この果敢な試みを心から応援する
。２
と著者たちを励ましている。
（2）
　
序につづいて、筆者が代表として華文二行俳句の規則が記されているが、前回の論文ですでに紹介されたの
で
３、ここ
では割愛する。基本は、川本氏の序に書かれたように、俳句の「切れ」と「取り合わせ」を取り入れることであり、また、現在と瞬間を詠むことが主眼とされている。　
五人の俳句は春夏秋冬の四季に分かれているが、今後の発展を考えて無季俳句も数首載せている。その一斑を伺う意
味で一人一句を紹介する。○洪郁芬（秋）
	
夜夜重疊的思慕
 
一夜ずつ重なる思ひ
楓初紅
 
薄紅葉
	○郭至卿（夏）
	
屋簷夏的風鈴
 
軒下の風鈴
午後打瞌睡 老人
 
午後居眠りの老人
	○趙紹球（無季）
	
海口遲暮
 
港湾の日暮れ
情人橋上眺望的麗人
 
情人橋で眺める佳人
	○呉衛峰（夏）
	
『華文俳句選』　──瞬間を詠む中国短詩型の実験（3）
傍晚乘涼
 
夕涼み
掰腕子不輸給女兒
 
腕相撲我が子に負けまいぞ
	○永田満徳（冬）
	
肌肉為男人的衣裳
 
筋肉はをのこの衣装
寒祭
 
寒祭
	対訳であるので、もとの句の興趣は必ずしも全て日本語に現れているとは限らないが、二行華文俳句実験の意味を伺うには十分 。　
本書のカバーは広告業界に長年勤めた趙によるデザインで、うっすらとした桜を背景に枯山水の石に蝶一羽が留まっ
ているという、禅的瞬間をほのめかしている。値段は一冊３００台湾ドルで、句集 しては手頃であろう。購入するには、台湾のインターネット書店の「博客来」もしく 「三民網路」を利用するのが一般的で、日本国内であれば、東京の「東方書店」を通じても入手できる。　
本書が華文二行俳句の嚆矢として、これからも個人句集もしくは共著が次々と世に問われるのを楽しみ している。
注：１ 	 「中国語俳句の可能性
──
華文二行俳句の実験を中心に」 （ 「東北公益文科大学総合研究論集」第３５号、２０１８年
１２月） 。
（4）
２  『華文俳句選』 、６頁。３  「中国語俳句の可能性」 、 （８）頁。
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